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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0101 健康づくりの推進 

 

現状と課題 

○ 健康の大切さを理解し、健診を受けて、健康な状態の維持・向上に取組む人を増や

す必要があります。 

○ 特定健診の結果が基準値以上の人が、必要な治療を受けたり、生活習慣の改善に取

組むことが求められています。 

○ がんの罹患率及び死亡率が依然として高いため、がん検診を受診することにより、

早期発見・早期治療につなげ、身体機能を維持させる必要があります。 

○ 高齢者の運動器機能の低下の防止と閉じこもりを予防するため、地域で自発的に運

動や交流に取組み、活動的な生活習慣を継続する人を増やす必要があります。 

○ 生活習慣病などの疾患の理解や予防に関する正しい知識を持ち、健康的な生活習慣

を身に着けた人を増やす必要があります。 

第７期における具体的な取組 

１．生活習慣病の発症と重症化の予防 

 健康的な食習慣の普及、運動習慣の定着、こころの健康づくり、禁煙の推進と適正飲

酒、歯と口の健康維持、がんの早期発見・早期治療、特定健診の受診と保健指導の充実、

予防接種に取り組みます。 

２．地域での健康づくりの推進 

 「しゃんしゃん体操」や認知症予防の「しゃんしゃんコグニサイズ」の普及、健診受診

の啓発、ウォーキングなど健康づくり活動の普及、健康的な食習慣の推進、「ふれあいデ

イサービス」などの地域の地区組織と協働で健康づくりの効果的な取り組みについて検

討します。 

目標（事業内容、指標等） 

１．生活習慣病の発症と重症化の予防 

①国保特定健診   （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

      受診率［目標］ －    35.0% 40.0% 45.0% 

         ［実績］33.5%  33.8%                    

②国保特定保健指導 （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

       実施率[目標] －   45.0% 47.5% 50.0% 

［実績］41.4%  40.5%                    

      ※①②の実績値は年度末現在のもので、国の特定健診・特定保健指導実績報告（調査時

点：11 月 1 日）の数値とは一致しません。 

 

２．地域での健康づくりの推進 

①しゃんしゃん体操の普及啓発 （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

           啓発実施回数［目標］  －   2,100  2,150  2,200 

［実績］ 2,102 2,062          

②健康出前講座の実施      （H29） (H30)  (H31)  (H32) 
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               開催回数［目標］   －    210  220   230 

［実績］   237   200           

     （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

      延べ参加者数（人）［目標］  －   4,300  4,400 4,500 

［実績］ 4,949  4,802           

    ※①②の実績値は年度末現在のもの。また健康出前講座の実績値は中央保健セ

ンターが健康増進事業により実施したもの。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値

を比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 
取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．生活習慣病の発症と重症化の予防 

① 国保特定健診   受診率:33.8%  

② 国保特定保健指導 実施率:40.5% 

２．地域での健康づくりの推進 

① しゃんしゃん体操の普及啓発 ［ 実施回数：2,062 回 ］ 

地域の身近な公民館や集会所等で定期的な開催や、イベント時(納涼祭や運動会

等）等の機会に、しゃんしゃん体操普及員が指導者となって、しゃんしゃん体操を

実施しています。運動器に加えて、口腔機能、認知症予防等７種類あり、楽しみなが

ら実施できています。 

② 健康出前講座の実施 ［ 開催回数：200 回 延べ参加者：4,802 人 ］ 

内容は生活習慣病予防のため、疾患の理解や、食事、運動、歯周疾患対策、睡眠、

早期発見のための健診のすすめ等がありました。 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

１．生活習慣病の発症と重症化の予防 

① 国保特定健診 

受診率は目標値を下回ったが、前年度を上回りました。 

（目標 35.0％／実績 33.8%、参考：H29 年度実績 33.5％） 

② 国保特定保健指導 

対象者の約 9 割にアプローチし利用勧奨を行ったが、希望者が少なく、実施率は
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目標値に届きませんでした。（目標 45.0％／実績 40.5％） 

２．地域での健康づくりの推進 

① しゃんしゃん体操の普及 

しゃんしゃん体操普及員の中には、高齢化による身体状況悪化等を理由に、活動

を休止する人があり、啓発実施回数が減少しました。（目標 2,100 回／実績 2,062

回） 

② 健康出前講座の実施 

 健康教育の回数は減少しましたが、延参加者数は目標に達し、多くの人に啓発す

ることができました。（開催回数   目標 210 回／実績 200 回） 

（延べ参加者数 目標 4,300 人／実績 4,802 人） 

課題と今後の取組 

１．生活習慣病の発症と重症化の予防 

① 国保特定健診 

○ 引き続き、定期的に健診を受けることの大切さを国保被保険者に啓発するとと

もに、休日に受診できる機会を確保する等、対象者のニーズや利便性を考慮した

きめ細かな実施に取り組んでいきます。 

② 国保特定保健指導 

○ 実施率の向上に向けて、次年度は家庭訪問による保健指導を重点的に取り組ん

でいきます。 

○ 保健指導を利用しないものの自分なりに生活習慣の改善を行いたいと考えてい

る健診受診者は多いため、引き続き健康管理に有効な啓発を健診受診者に行って

いきます。 

２．地域での健康づくりの推進 

① しゃんしゃん体操の普及 

○ 新たな普及員を養成し、地域での啓発活動を安定的に実施するため、普及員同

士のつながりの醸成や、普及員活動を継続するための支援の体制について検討し

ます。 

② 健康出前講座の実施 

○ 健康出前講座の際には、健康づくりの大切さとともに定期的な健診受診と早期

発見の大切さを伝えています。 

○ 次年度は、参加者への聞き取りやアンケート等を実施し、健康づくりの関心度

や意識の変化等評価指標にすることを検討します。 

 

－3－



取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0102 介護予防の推進 

 

現状と課題 

○ 要支援者等の状態に応じ、適切かつ効果的な支援を行うことで、自立支援・重度化防

止の効果を高めることが求められています。 

○ 地域の中で継続的に介護予防活動を行うための環境整備の必要があります。 

○ 加齢に伴い虚弱になっても、継続して参加できる活動を広げる必要があります。 

○ 高齢者自身の力を活かし、担い手となることで自分自身の生きがいや介護予防にもつ

なげる必要があります。 

○ 閉じこもりなど活動に参加しない高齢者を把握し、何らかの活動につなげる必要があ

ります。 

○ 介護予防の必要性について、市民の理解・浸透を図る必要があります。 

第７期における具体的な取組 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

鳥取市訪問介護相当サービスと鳥取市通所介護相当サービスの必要なサービス提供量

の確保、介護予防ケアマネジメントの実施、多様な介護予防・生活支援サービスの提供

体制の構築に取り組みます。 

２．介護予防普及啓発の推進 

健康づくりなどに関する情報提供、介護予防運動教室「おたっしゃ教室」の推進、地

域で運動教室に参加できる環境の充実に取り組みます。 

３．地域の通いの場の充実 

「ふれあい・いきいきサロン」の開催支援、サロンの開設支援や魅力あるサロンづく

りの支援に取り組みます。 

４．地域リハビリテーションの推進 

リハビリ専門職による介護支援専門員等の技能向上への支援、集いの場の介護予防効

果の向上と魅力向上に向けた支援に取り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

①多様な介護予防・生活支援サービスの創設 

              (H29) (H30)  (H31)   (H32) 

   Ａ型サービス［目標］  －    検討    実施     実施 

         ［実績］ 検討   検討           

 Ｃ型サービス［目標］ －    検討 モデル実施   実施 

       ［実績］ 検討   検討           
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２．介護予防普及啓発の推進 

①介護予防出前講座の実施（H29） (H30)  (H31)  (H32) 

       開催回数［目標］  －    375   380   387 

           ［実績］  368   382           

        参加者数［目標］  －   7,680   7,830  7,980 

           ［実績］7,533  7,445           

※介護予防出前講座の実績値は地域支援事業により実施したもの。 

②運動教室「おたっしゃ教室」の実施（H29）(H30) (H31) (H32) 

            参加者数[目標]   －   500 500  500 

                ［実績］ 452  472                 

３．地域の通いの場の充実 

①ふれあい・いきいきサロンの開催・充実支援 

           （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

    開催個所数［目標］  －    385   424   467 

        ［実績］  346   384                   

             （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

    月平均開催回数［目標］  －   前年度以上 

          ［実績］ 1.44   1.72                    

      ※ふれあい・いきいきサロンを増やし、１月当たり平均開催回数を前年度以上とする。 

４．地域リハビリテーションの推進 

①介護事業者の質の向上支援（H29） (H30)  (H31)  (H32) 

         指導回数［目標］ －    100   110   120 

            ［実績］  79   98                    

②住民主体の集いの場の充実支援（H29） (H30)  (H31)  (H32) 

          指導回数［目標］ －    20    30     40 

              ［実績］ 32    13                    

③市民啓発   （H29）(H30) (H31) (H32) 

   啓発回数［目標］ －   20   30    40  

       ［実績］ 31    22                   

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 
－5－



取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

① 多様な介護予防・生活支援サービスの創設 

  Ａ型サービス 

 ［検 討 概 要 ］身体機能の維持及び認知症予防の短時間プログラムを提供する本市

独自の介護予防サービスについて検討 

   ［サービス名］国の基準を緩和した通所型サービスＡ 

（鳥取市通所型基準緩和サービス） 

   ［開 始 時 期 ］令和元年 10 月からサービス提供開始 

  Ｃ型サービス 

   ［検 討 概 要 ］リハビリ専門職が運動機能の向上に特化したプログラムを３～６ヶ

月間集中的に提供する本市独自の介護予防サービスについて検討 

   ［サービス名］訪問型・通所型サービスＣ（鳥取市訪問型短期集中予防サービス及

び鳥取市通所型短期集中予防サービス） 

   ［開 始 時 期 ］令和元年９月頃からモデル事業としてサービス提供開始 

 

２．介護予防普及啓発の推進 

① 介護予防出前講座を実施 

   ［講座内容］運動器機能の向上や口腔、栄養等の介護予防や認知症に関する講話を

実施 

   ［講座時間］おおむね１時間程度（内容による） 

   ［講  師］保健師や理学療法士、健康運動指導士等 

   ［開催方法］高齢者団体等からの申込みに応じて、地区の集会施設等で開催 

         ※長寿社会課（包括含む）と中央保健センター、総合支所保健師によ

り実施 

 ［開催回数］382 回 

   ［延べ参加者数］7,445 人 

② 運動教室「おたっしゃ教室」の実施 

    ［教室内容］主に椅子に座りながら運動、栄養、口腔の機能改善のための講話を 

実施 

    ［開催日程］毎週 1 回×3 ヶ月（計 12 回）を１コース 

    ［開催時間］1 回当たり 90 分 

［利 用 料］500 円/回 必要に応じて送迎あり 
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    ［開催教室数］58 教室 

    ［実参加者数］472 人 

［延べ参加者数］4,553 人 

 

３．地域の通いの場の充実 

① ふれあい・いきいきサロンの開催・充実支援 

［サロン開催箇所数］384 箇所 

［サロン開催回数 ］延べ 7,919 回 

 

４．地域リハビリテーションの推進 

① 介護事業者の質の向上支援 

    機能訓練方法の指導 

      通所介護 1 件・小規模多機能型居宅介護 1 件 

    アセスメント指導 

      訪問介護 1 件・通所介護 6 件・地域包括支援センター32 件 

    ケアマネジメント指導 

     居宅介護支援 2 件・地域包括支援センター11 件・地域ケア会議 4 件 

    サービス担当者会議（ケアプラン原案）への助言 

     地域包括支援センター5 件 

    地域密着型サービスの運営推進会議での助言 9 件 

    介護事業者研修会への講師協力 7 件 

② 住民主体の集いの場の充実支援 

     運動方法指導 

     市民 1 件・老人クラブ 8 件 

    しゃんしゃん体操普及員の養成指導 4 件 

③ 市民啓発 

    リハビリ専門職の知見による啓発 12 件 

    運動方法指導（座学）10 件 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

  Ａ型サービス、Ｃ型サービスの創設検討を行い、いずれのサービスも令和元年度に実

施することとしました。（目標 検討／実績 検討） 

２．介護予防普及啓発の推進 

① 介護予防出前講座 

開催回数は目標を達成しましたが、参加者数は目標に届きませんでした。 

（開催回数 目標 375 回／実績 382 回） 

（参加者数 目標 7,680 人／実績 7,445 人） 

② 運動教室「おたっしゃ教室」 
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参加者数は目標に届きませんでしたが、前年度を上回っています。 

（目標 500 人／実績 472 人、参考：：H29 年度実績 452 人） 

３．地域の通いの場の充実 

① ふれあい・いきいきサロンの開催・充実支援 

開催箇所数は、目標値には届きませんでしたが、前年度を上回りました。 

（目標 385 回／実績 384 回） 

月平均開催回数は、目標を上回りました。 

（目標 1.44 回／実績 1.72 回） 

４．地域リハビリテーションの推進 

① 介護事業者の質の向上支援 

   実施回数は目標を下回りましたが、前年度を上回りました。 

（目標 100 回／実績 98 回、参考：：H29 年度実績 79 回） 

② 住民主体の集いの場の充実支援 

 実施回数は目標を下回りました。 

（目標 20 回／実績 13 回） 

③ 市民啓発 

  実施回数は目標を上回りました。 

（目標 20 回／実績 22 回） 

課題と今後の取組 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

① 多様な介護予防・生活支援サービスの創設 

  Ａ型サービス 

○ 適切なケアマネジメントに基づき、虚弱な高齢者に通所型サービスＡを利用し

てもらうことで、介護予防の効果を高めていくことが必要となります。 

○ その前提として、介護事業者に通所型サービスＡの普及を図る必要があります。

○ 次年度は、事業者説明会を開催して周知を図り、指定手続きを進めるとともに、

サービス利用計画を作成する介護支援専門員等にサービス内容の浸透を図り、適

切なケアマネジメントに基づき利用が行われるよう取り組んでいきます。 

  Ｃ型サービス 

○ 次年度はＣ型サービスをモデル事業として実施し、内容の更なる検討を行い、

より充実したサービスとすることが大切となります。 

○ 具体的には、提供プログラムの内容や運営方法を委託事業者と共に検討してい

きます。 

○ また、ケアマネジメントを地域包括支援センターの専門職で行い、委託事業者

との連携方法や、利用者に対して介護予防に取り組むための動機付けの仕方、サ

ービス期間終了後、利用者が介護予防の取り組みを継続するための方法等につい

て検討していきます。 
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２．介護予防普及啓発の推進 

① 介護予防出前講座 

○ 住民からの要請を待って出向くことが多く、主体的に啓発を行えていない現状が

あります。地域の病院や介護施設などが行う出前講座を案内することも多くなって

います。 

○ 出前講座の外部委託も実施し、より多くの専門職で主体的な活動を行えるよう検

討します。 

○ 地域毎の課題を整理したうえで、その地域に本当に必要な啓発活動を行っていけ

るようデータの活用・分析と、人材の確保を図ります。 

② 運動教室「おたっしゃ教室」 

○ 参加者の中に認知機能が低下した方など、おたっしゃ教室の利用の対象者像「介

護予防に取り組みたい自立した高齢者」と異なる方が増加しており、慎重な見守り

が必要となっています。 

○ 次年度は、Ａ型サービスの開始にあわせて、おたっしゃ教室利用者のアセスメン

トを行い、適切なサービス利用を検討します。 

○ 併せて、Ａ型サービスやＣ型サービスとおたっしゃ教室の介護予防施策上の整理

を行います。（例：健康に不安があり、介護予防の方法を学びたい自立した高齢者→

おたっしゃ教室、虚弱な高齢者→Ａ型サーヒスなど） 

３．地域の通いの場の充実 

① ふれあい・いきいきサロンの開催・充実支援 

○ サロンへの支援は、市社協が地区社協を通じて行っており、実際にどのような内

容で開催されているのか、実態把握（内容、場所、回数等）に課題があります。 

○ 今後は、個々のサロンの実態把握を進め、効果的な充実支援を行うための基礎情

報を整理します。 

○ サロンの空白地域で、地域の福祉関係者に新たにサロン活動に取組んでもらう働

きかけや、既存のサロンの実施内容の充実に向けた助言、あるいは開催回数を増大

させる働きかけを行い、ふれあい・いきいきサロンの充実を図っていきます。 

４．地域リハビリテーションの推進 

○ 平成 30 年度は、前年度の試験的な取組みの成果を踏まえて、特に介護事業者の専

門職に対する助言・指導を中心に取り組みました。 

○ このうち、特に居宅介護支援事業者に対するケアプラン点検指導に同行し、介護支

援専門員に対するアセスメント指導に重点を置いて取り組みました。 

○ その結果、住民主体の集いの場の充実支援など、他の取組みが減少することとなり

ました。 

○ 市の理学療法士 1 名による直営の事業展開のみでは、今後取組みを更に広げていく

ことは困難であるため、次年度は委託型のリハビリ専門職派遣事業を創設し、地域の

医療機関や介護事業者のリハビリ専門職の協力を得て、事業の拡充を図っていきます。
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0103 地域での活躍・貢献機会の充実 

 

現状と課題 

○ 就業や社会参加の意欲を持つ高齢者が、これまでの能力や経験を生かして、地域に貢

献する生きがいづくりが求められている。 

○ 社会参加や学習意欲の高い高齢者が、元気に活動・交流できる機会の提供が必要であ

る。 

○ 高齢者の活躍の場を創出するためには、就労のほか、ボランティア活動や子育て支援、

介護分野などの幅広し分野に活動領域を拡大する必要がある。 

第７期における具体的な取組 

１．社会参加や生きがい活動への支援 

ボランティア活動の推進、老人クラブの育成支援、地域での趣味や教養活動の推進、

生涯学習の推進、高齢者バス優待助成、公共交通機関利用助成、高齢者介護予防支援バ

ス・ボランティアバスの運行、敬老祝賀事業や金婚・ダイヤモンド婚祝賀事業を実施し、

高齢者の社会参加や生きがい活動を支援します。 

２．高齢者施設の運営 

老人福祉センターの運営又は支援、老人憩いの家の管理、高齢者創作交流館の運営、

佐治町屋内多目的広場の運営を行い、健康増進や教養の向上、レクリエーションの場等

を提供します。 

３．高齢者の就労支援 

（公財）シルバー人材センターの運営支援を行い、元気に就労する高齢者の増加に取

り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

１．社会参加や生きがい活動への支援 

①介護支援ボランティアの推進 （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

     登録者数（人）［目標］  －   184   188   192 

           ［実績］ 145   149                     

２．高齢者施設の運営 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 

３．高齢者の就労支援 

①シルバー人材センターの会員登録の推進 

                 （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

登録会員数（人）［目標］  －   764   771   778 

         ［実績］ 786   771                     
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目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 
取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．社会参加や生きがい活動への支援 

① ボランティア活動の推進 

介護支援ボランティア活動に対して換金できる評価ポイントを付与することで、

ボランティア活動の充実と活動的な高齢者の増加を図り、介護予防の取り組みを推

進しました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

ボランティア登録者 人 143 145 149 

 新規登録 人 19 5 8 

登録廃止 人 4 3 4 

評価ポイント交付金 千円 135 139 186 

ボランティア情報メール 

（毎月配信） 
回 12 12 12 

介護支援ボランティア表彰 

（3 年以上連続して 20 ポイント

以上の活動をした者） 

人 4 3 6 

 ② 老人クラブの育成支援 

    老人クラブ活動を支援し、高齢者の社会参加や仲間づくりに取り組みました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

単位老人クラブ     

 組織数 クラブ 267 258 250 

会員 人 12,908 12,655 12,432 

老人クラブ連合会 団体 1 1 1 
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③ 地域での趣味や教養活動の推進 

    グラウンドゴルフやペタンク、囲碁や将棋、陶芸など、高齢者の趣味や教養に資

する教室等を開催し、高齢者の社会参加や仲間づくりに取り組みました。 

 ④ 生涯学習の推進 

    生涯学習講座「尚徳大学」を開催し、高齢者に学習機会を提供し、併せて高齢者

の社会参加や仲間づくりに取り組みました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

尚徳大学     

 実受講者 人 593 579 560 

延べ受講者 人 6,794 6,236 6,475 

 ⑤ 地域福祉基金事業 

    基金の運用益を活用し、地域福祉活動の充実に資する事業に取り組みました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

ふれあい型食事サービス     

 実施地区 地区 39 38 37 

配食回数 回 808 792 784 

延べ対象者 人 28,374 28,189 28,413 

となり組福祉員 人 1,809 1,815 1,780 

愛の訪問協力員 人 1,232 1,191 1,170 

地域・福祉活動コーディネーター 地区 9 9 9 

⑥ 高齢者バス運賃優待助成 

    路線バスの高齢者用定期券の購入費用の一部を助成することで、高齢者の外出を

促進を通じて、社会参加や仲間づくりに取り組みました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

販売冊数 冊 2,118 2,098 2,101 

 ⑦ 公共交通機関利用助成 

    高齢者団体等が教養講座や研修等に参加するため貸切バス又は借上げバスを利用

した際に、基本運賃の一部を助成することで、社会参加や仲間づくりに取り組みま

した。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

公共交通機関利用助成 件 122 112 117 

 ⑧ 高齢者介護予防支援バス・ボランティアバスの運行 

    高齢者介護予防支援バスを運行し、高齢者の社会参加の促進に取り組んだ。また、

ボランティアバスを運行し、市民の社会奉仕活動の促進に取り組みました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

高齢者介護予防支援バス 件 591 576 623 

ボランティアバス 件 87 69 65 

⑨ 敬老祝賀事業 
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     各地区で開催される敬老会等の敬老祝賀事業に対して助成した。また、９０歳到

達者、100 歳以上の長寿者に対して、記念品等を贈呈し、長寿をお祝いしました。

   ［助成地区］４１地区 

   ［記念品等贈呈］90 歳到達祝賀者９８５人・100 歳以上祝賀者１９７人  

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

記念品等贈呈     

 90 歳到達祝賀者 人 944 908 985 

100 歳以上祝賀者 人 184 208 197 

助成地区 地区 41 41 41 

 ⑩ 金婚・ダイヤモンド婚 

結婚 50 周年（金婚）、60 周年（ダイヤモンド婚）を迎える夫婦を招待し、お祝

いの式典を実施しました。 

［開催期日］平成 30 年 5 月 31 日（鳥取地域）、６月１日（南部・西部地域） 

   区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

金婚 組 265 286 283 

ダイヤモンド婚 組 110 134 144 

２．高齢者施設の運営 

 ① 老人福祉センター（市設置：佐治・鹿野、社協設置：国府・福部・気高・青谷）及

び高齢者福祉センター（1 施設）の運営 

 ② 老人憩の家の運営（19 館） 

 ③ 高齢者創作交流館の運営（用瀬ふれあいの家・佐治町山王ふれあい会館） 

 ④ 佐治町屋内多目的広場の運営 

３．高齢者の就労支援 

① シルバー人材センターの会員登録の推進 

シルバー人材センターの運営及び高齢者活用・地域雇用サポート事業（高齢者派遣

事業）に対して助成した。 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

１．社会参加や生きがい活動への支援 

① 介護支援ボランティアの推進 

登録者数は目標値を下回りましたが、前年度を上回りました。 

（目標 184 人／実績 149 人、参考：H29 年度実績 145 人） 

３．高齢者の就労支援 

① シルバー人材センターの会員登録の推進 

登録会員数は目標値を上回りました。 

（目標 764 人／実績 771 人） 

課題と今後の取組 
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１．社会参加や生きがい活動への支援 

① ボランティア活動の推進 

［介護支援ボランティア］ 

○ 介護支援ボランティアの登録者数は、事業を開始した H24 年度から 4 年程度は

順調に増加していましたが、H27 年度以降は増加が鈍化しています。（H24=27、

H25=62、H26=102、H27=128、H28=143、H29=145、H30=149、単位:

人） 

○ これは、事業開始当初は、従前から介護施設等でボランティア活動をされていた

方が、本事業に登録されたため高い増加となっていたものが、それが一巡したため

増加が鈍化したものと思われます。 

○ 市社会福祉協議会等のボランティア養成講座の情報を市民に提供し、ボランティ

アの裾野を広げる取組みを推進し、その中で、介護分野でのボランティア情報を提

供することで、登録者の増加に取り組んでいきます。 

［老人クラブの育成支援］ 

  ○ 単位老人クラブの減少が続いており、加入促進のための啓発や魅力ある活動とす

るための取り組みを進める必要があります。 

  ○ 老人クラブ連合会のご意見を伺いながら、老人クラブの活性化に取り組んでいき

ます。 

  ［地域福祉基金事業］ 

 ○ ふれあい型食事サービスは、市民のボランティア意識の高揚や一人暮らし高齢者

等の見守りを目的に実施していますが、ボランティアの高齢化により活動に支障が

生じる地区も出ており、市社会福祉協議会と連携して、負担を軽減した活動方法等

について検討していきます。 

○ となり組福祉員は、おおむね町内会に１人程度配置され、身近な福祉の担い手と

なっています。この取り組みが更に充実するよう、市社会福祉協議会と連携して、

研修会等の活動支援を実施していきます。 

  ○ 愛の訪問協力員は、民生委員等と連携を図りながら、一人暮らし高齢者の日常的

な見守りや声かけを行うなど、支援体制の一翼を担っていますが、協力員の数が減

少しています。市社会福祉協議会と連携して、福祉学習の推進等により地域の互助

の意識の高揚を図り、協力員の増加に取り組んでいきます。 

  ［地域・福祉活動コーディネーター設置数］ 

  ○ 地域・福祉活動コーディネーターは、地区社協が地域住民の中から選出して設置

し、自分の暮らす地域の福祉の充実に取り組むボランティアです。市社会福福祉協

議会と連携して、コーディネーターの設置地区の増加と活動内容の充実に取り組み

ます。 

２．高齢者施設の運営 

  ○ 全体として施設が老朽化しており、修繕も多くなっています。 

  ○ 高齢者の安全・安心な施設利用を確保し、社会参加や生きがい活動に取り組んで
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いただけるよう、適切な維持管理に努めていきます。 

３．高齢者の就労支援 

○ 平成 25 年 4 月から企業の 65 歳までの定年引上げや継続雇用制度の導入、ハロ

ーワーク鳥取管内の有効求人倍率が平成 27 年 7 月から連続して１倍を超えている

状況等より、会員の確保が課題となっています。 

○ このような中、シルバー人材センターは、会員募集パンフレットの配布や入会説

明会の市報への掲載などの取組により、目標を超える会員数となっています。 

○ 今後も、本年 4 月 1 日からハローワーク鳥取内に設置された「生涯現役支援窓口」

でもシルバー人材センターの情報提供を行うなど、様々な取組により会員の獲得を

図っていきます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0201 在宅医療・介護連携の推進 

 

現状と課題 

○ 高齢者は加齢に伴い、慢性疾患による受療が多い、複数の疾病にかかりやすい、要介

護の発生率が高い、認知症の発生率が高い等の特徴を有しています。 

○ 医療と介護の両方を必要とする高齢者が今後増加することが見込まれています。 

○ 病院と診療所、介護事業者が、在宅療養を必要とする高齢者を中心に連携を強化する

ことが必要です。 

○ 人生の最終段階における医療や介護についてあらかじめ話し合い、繰り返し話合うこ

との必要性を市民に啓発していくことが必要です。 

第７期における具体的な取組 

１．関係機関との連携の推進と課題の検討支援 

医療・介護・福祉・行政機関が参画する「東部地区在宅医療介護連携推進協議会」、鳥

取県東部医師会と東部地域１市４町で協働設置した「東部医師会在宅医療介護連携推進

室」を中心に、在宅医療・介護連携を推進します。 

２．医療・介護関係者への支援 

医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談窓口の運営、医療・介護関

係者が参加する多職種研修会の企画・開催をします。 

３．住民啓発の推進 

ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）についての市民への情報提供、寸劇を活

用した住民啓発学習会を開催します。 

４．在宅医療・介護の提供体制の構築推進 

課題の抽出・対応策の検討、多職種研修による人材育成、情報共有のあり方、共通し

た情報ツール、情報の伝達方法など、各機関・各職種間の情報連携体制の構築に取り組

みます。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 
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 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．関係機関との連携の推進と課題の検討支援 

医療・介護・福祉・行政機関が参画する「東部地区在宅医療介護連携推進協議会」、あ

るいは鳥取県東部医師会と県東部圏域の１市４町で協働設置した「東部医師会在宅医療

介護連携推進室」を中心に、在宅医療・介護連携推進事業を実施しています。また、一

部の事業は、新温泉町とも連携し、連携中枢都市圏の取り組みとして実施しています。

２．医療・介護関係者への支援 

○医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談窓口の運営 

東部医師会在宅医療介護連携推進室で相談受付（平成３０年度実績：１１件） 

○医療・介護関係者が参加する多職種研修会の企画・開催 

 ・初学者向け多職種“絆”研修  ５回開催 参加者延べ３０２名 

 ・多職種連携在宅事例検討会   ４回開催 参加者延べ２４２名 

３．住民啓発の推進 

 ○終活支援ノート「わたしの心づもり」を連携中枢都市圏１市５町で作成（5,000 部）

 ○ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の住民啓発学習会 

    ３７回開催 参加者延べ １,４９８名（県東部圏域実績） 

 ○ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の医療・介護関係者向け周知研修 

    ２９回開催 参加者延べ  ９８０名（県東部圏域実績） 

４．在宅医療・介護の提供体制の構築推進 

東部地区在宅医療介護連携推進協議会の情報共有支援ワーキンググループで、情報共

有のあり方を検討しています。 

・入退院時のケアマネジャーと病院の連携・情報共有の手引きの策定作業中です。 

・入院時のケアマネジャーからの情報提供書の様式の改編について、県東部圏域の各

病院の地域連携室と協議中です。 
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自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．関係機関との連携の推進と課題の検討支援 

連携推進という指標を定めにくい事業です。人材や予算も含め、事業を継続していく

ことが重要であり、そこが課題と考えています。 

引き続き、鳥取県東部医師会と県東部圏域の１市４町で連携して、事業継続していき

ます。生活圏・医療圏が共通する新温泉町とも連携を深めていきます。 

また、西側の鳥取県中部地域との連携の必要性についても検討が必要です。 

２．医療・介護関係者への支援 

東部医師会在宅医療介護連携推進室にて、関係者の相談窓口運営を継続します。 

多職種研修会は、テーマによって参加する職種に偏りが出てしまうことが課題です。

参加職種の偏りが出ないよう参加者の確保に工夫し、更なる顔の見える関係性づくり、

多職種連携に関する知識向上を目指し、継続的に研修会を開催します。 

３．住民啓発の推進 

高齢者の子ども世代等幅広い年齢層への啓発が出来ていないのが課題です。 

今後も、終活支援ノート、ＡＣＰパンフレット、寸劇ＤＶＤを活用し、住民啓発学習

会を継続開催します。また、医療・介護関係者に対しても継続してＡＣＰ周知研修を実

施します。 

４．在宅医療・介護の提供体制の構築推進 

医療・介護とも報酬算定要件として様々な情報収集、様式が散在しており、それぞれ

の職種・機関が必要とする情報の共有が難しい現状があります。 

可能な限り情報の共有を簡素化、システム化し、関係者間の連携をスムーズにしてい

く必要があります。今年度は、入退院時のケアマネジャーと病院の連携・情報共有の手

引きの策定・運用開始、入院時のケアマネジャーからの情報提供書の様式の改編・運用

開始を目指します。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0202 包括的な支援体制の構築 

 

現状と課題 

○ 高齢者福祉に関する相談が増大し、内容も複雑化・困難化してきています。 

○ 医療や介護、司法等の専門職が連携した長期・継続的なケアマネジメントの後方支援、

介護支援専門員への個別指導や相談対応、支援困難ケースへの指導・助言の取組みを強

化する必要があります。 

○ 地域包括ケアシステムの構築や地域共生社会の実現に向けて、地域福祉の最前線で高

齢者支援に取り組む地域包括支援センターの機能を強化する必要があります。 

○ 高齢者の自立支援や介護予防・重度化防止を推進するため、自立支援型ケアマネジメ

ントの普及展開を図る必要があります。 

○ 地域の共助によって、高齢者が避難等の支援の受けられる体制づくりが求められてい

ます。 

第７期における具体的な取組 

１．包括的支援事業の推進 

保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等がそれぞれの専門性を活かして、連携し

ながら一つのチームとして総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント

支援に取り組みます。 

２．地域包括支援センターの機能強化 

地域包括支援センターの職員体制の充実・強化、地域包括支援センターの質の向上、

地域共生社会の実現に向けた地域包括支援センター機能の検討、地域福祉相談センター

との連携強化に取り組みます。 

３．地域ケア会議の推進 

地域の医療や介護、福祉等の専門職で構成する『自立支援型「地域ケア会議」』を開催

し、介護支援専門員のケアマネジメント力の向上と、高齢者の自立支援の充実に取り組

みます。 

４．災害時の支援体制づくり 

避難行動要支援者支援制度の普及、地域での要配慮者の把握と避難支援の体制づくり、

福祉避難所の確保に取り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

１．包括的支援事業の推進 

  ※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 
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２．地域包括支援センターの機能強化 

  ※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 

３．地域ケア会議の推進 

①地域ケア会議の開催 

         （H29） (H30)  (H31)  (H32) 

開催箇所数［目標］ －     3     5     6 

［実績］ 1    2          

４．災害時の支援体制づくり 

  ※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．包括的支援事業の推進 

○ 保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員等がそれぞれの専門性を活かして、連携

しながら一つのチームとして総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメ

ント支援、介護予防ケアマネジメントに取り組みました。 

２．地域包括支援センターの機能強化 

○ 地域包括支援センターの機能強化を図るため、国の制度や先進事例の調査研究に取

り組みました。 

○ 地域包括支援センターへの介護保険サービス利用などの取次窓口業務を委託してい

た「地域介護支援センター」を見直して、平成３０年１１月に地域福祉相談センター

（２３ヶ所）を開設し、様々な福祉に係る問題を身近なところで気軽に相談できる体
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制の充実を図りました。 

３．地域ケア会議の推進 

① 自立支援型地域ケア会議の開催 

  鳥取東健康福祉センター地域ケア会議 

  ［開催時期］平成 30 年 6 月から毎月第 3 火曜日（年 9 回 ※3 月は除く） 

  ［開催時間］90 分 

  ［ケース検討数］1 開催当たり 2 事例（年間 18 事例） 

  鳥取南地域包括支援センター地域ケア会議 

  ［開催時期］平成 30 年 5 月から 3 ヶ月に 1 回開催（年 4 回） 

  ［開催時間］60 分 

  ［ケース検討数］1 開催当たり 2 事例（年間 8 事例） 

４．災害時の支援体制づくり 

避難行動に支援を要する方の情報を地域の支援者や自治会、自主防災会、民生委員に

提供し、災害時に要支援者の避難行動を支援する体制づくりを行いました。 

［避難行動要支援者支援制度 登録者数］6,108 人 

 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

３．地域ケア会議の推進 

  開催箇所数は目標を下回ったが、前年度を上回りました。 

（目標３ヶ所／実績 2 ヶ所、参考：H29 年度実績 1 ヶ所） 

課題と今後の取組 

１．包括的支援事業の推進 

 ○ 各センターとも、区域内の人口・面積が過大で、地域の福祉関係者との関係づくり

や連携した取組みが困難となっています。 

○ 市職員の定期的な異動や、出向職員の出向元法人への帰任等により、経験の蓄積や

長期的な視点に立った取組みが困難となっています。 

○ 専門職１人当たりのケース担当件数が増大する中で、出向職員の増員は困難な状況

となっています。 

 ○ 次年度は、包括的支援事業の適切な実施の確保に向けて、地域包括支援センターの

再編・拡充についての調査検討を進めます。（以下２のとおり） 

２．地域包括支援センターの機能強化 

 ○ 国の制度や先進事例の調査研究の結果を踏まえ、次年度は、地域の福祉事業者との

協働運営について調査検討を行うため、試験的に鳥取南地域包括支援センターの運営

委託に取り組みます。 

＜再編・拡充（試案）＞ 

基幹型センター（市直営）１ヶ所 

市の専門職を集中配置し全市域を担当する。 
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委託型の地域包括支援センターの後方支援や司令塔の役割を担う。 

地域密着型センター（社会福祉法人に委託）１０ヶ所程度 

地域の実情と高齢者人口６千人を目役（国基準）に再編し、地域密着型の充実を図る。 

社会福祉法人等に委託して（現在の５ヶ所 ）１０カ所程度まで増設する。 

３．地域ケア会議の推進 

○ 本市の地域包括支援センター5 ヶ所での開催を目標に取り組んでいます。 

○ 平成 30 年度は、前年度開始した鳥取東に加え、新たに鳥取南及び鳥取西の計３ヶ

所で開催するよう計画しましたが、このうち鳥取西についてはセンター職員の不足に

より開催できず、結果２ヶ所での開催となり、目標を達成できませんでした。 

○ 次年度は、現在未実施の鳥取中央、鳥取こやま、鳥取西で、事務負担に配慮した「簡

素な地域ケア会議」を開催し、経験を積みながら、令和 2 年度以降の本格開催を目指

して取り組みます。 

４．災害時の支援体制づくり 

○ 避難行動要支援者支援制度をより一層市民に周知し、登録者数の拡大に取り組みま

す。 

 ○ 登録制度を形骸化させないため、日頃からの要支援者に対する見守り活動を推進す

るなど、信頼関係の構築を進めます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0203 介護サービスの充実 

 

現状と課題 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、一人ひとりの状況

に応じて自立支援に向けた介護保険の居宅サービスが適切に提供されることが必要です。

○ 24 時間対応可能な地域密着型サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護、小規模

多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護）の確保が必要です。 

○ 様々なサービスを利用しても在宅生活が困難な高齢者のために、要介護高齢者の状態に

対応した施設・居住系サービスの計画的な整備が必要です。 

第７期における具体的な取組 

１．居宅サービスの充実 

 参入予定事業者に対して、本市の施策や日常生活圏域ごとの既存事業所の分布、高齢者

人口等の経営判断に資する情報を提供し、開設を支援します。また、既存の事業所に対し

ては、本市のメーリングリストを活用し、本市として独自に法令順守やサービス向上に関

する各種情報提供を行い、適切なサービスが提供される体制の確保を推進します。 

２．地域密着型サービスの充実 

参入予定事業者に対して、制度に関する情報や本市の施策、日常生活圏域ごとの既存事

業所の分布、高齢者人口等の経営判断に資する情報を提供し、開設を支援します。 

３．施設・居住系サービスの充実 

様々なサービスを利用しても在宅生活が困難な高齢者の施設・居住系サービスのニーズ

に対応するため、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、地域密着

型特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム等）の小規模施設の整備を推進しま

す。 

４．介護サービス見込み量の確保 

市域全体で過不足なくバランスのとれた介護サービスの提供が行われるよう、参入を計

画している事業者に対しては、本市の施策や日常生活圏域ごとの既存事業所の分布、高齢

者人口等の経営判断に資する情報を提供します。また、既存の事業所に対して、本市のメ

ーリングリストを活用し、本市として独自に法令順守やサービス向上に関する各種情報提

供を提供します。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組み

状況を報告します。 

目標の評価方法 
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 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を比

較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 
取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．居宅サービスの充実 

○ 参入を計画している事業者に対して、本市の施策や日常生活圏域ごとの既存事業所の

分布、高齢者人口等の経営判断に資する情報を積極的に提供しました。 

○ 既存の事業所に対して、本市のメーリングリストを活用し、本市として独自に法令順

守やサービス向上に関する各種情報提供を行い、適切なサービスが提供される体制の確

保に努めました。 

２．地域密着型サービスの充実 

○ 現在未整備の看護小規模多機能型居宅介護について、平成３１年１月に事業者向け説

明会を開催し、指定基準や整備に係る補助制度等について説明を行いました。 

○ 参入を計画している事業者に対して、制度に関する情報や本市の施策、日常生活圏域

ごとの既存事業所の分布、高齢者人口等の経営判断に資する情報を積極的に提供し、開

設への支援を行いました。 

３．施設・居住系サービスの充実 

○ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）及び地域密着型特定施設

入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム等）の整備に係る公募を行い、グループホー

ムについて１事業者を指定予定事業者として選定しました。 

＜計画における整備数＞ 

 【認知症対応型共同生活介護】 

日常生活圏域 中学校区 整備数 選定 

B 圏域 東・南・桜ヶ丘・国府中学校区 １ユニット（定員９人） １事業者

C 圏域 江山中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

D 圏域 湖南学園中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

F 圏域 気高・鹿野・青谷中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし
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【地域密着型特定施設入居者生活介護】 

日常生活圏域 中学校区 整備数 選定 

A 圏域 北・西・福部中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

E 圏域 河原・用瀬・佐治中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

F 圏域 気高・鹿野・青谷中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

○ 応募のなかった圏域については、再度公募を行い、計画期間中の整備を目指します。

○ 介護医療院への転換を計画している事業者に対して、各種情報提供を行い、転換を支

援しました。 

４．介護サービス見込み量の確保 

○ 市域全体で過不足なくバランスのとれた介護サービスの提供が行われるよう、参入を

計画している事業者からの求めに応じて、本市の施策や日常生活圏域ごとの既存事業所

の分布、高齢者人口等の経営判断に資する情報を提供できるよう具備しました。 

○ 既存の事業所に対して、本市のメーリングリストを活用し、本市として独自に法令順

守やサービス向上に関する各種情報提供を行い、適切なサービスが提供される体制の確

保に努めました。 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．居宅サービスの充実／２．地域密着型サービスの充実 

  引き続き事業者の経営判断に資する情報や法令順守やサービス向上に関する情報等

を積極的に提供し、適切なサービスが提供される体制の確保に努めます。 

３．施設・居住系サービスの充実 

  認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）については、応募のない圏

域が３つありました。また地域密着型特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム

等）については、公募した３圏域すべて応募がありませんでした。事業者が応募されない

理由について調査し、公募方法の再検討を行うなど、計画期間内の整備量の確保に向けて

取り組みます。 

４．介護サービス見込み量の確保 

介護サービスのモニタリング調査（介護サービス事業所調査、高齢者居住施設調査）を

実施し、介護サービスの需要と供給のバランスの把握に努め、事業者へ情報提供を行うな

どして、サービスの見込み量の確保に努めます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 
     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0204 介護保険事業の適正な運営 

 

現状と課題 

○ 高齢化の進展に伴い、介護給付等に要する費用の増大が見込まれています。 

○ 介護給付等に要する費用の適正化を図るとともに、利用者本位の質の高い介護サービ

スが提供されるようにする必要があります。 

第７期における具体的な取組 

１．介護給付費等に要する費用の適正化の推進 

「要介護認定の適正化」「ケアプラン点検」「住宅改修等の点検」「医療情報との突合・

縦覧点検」「介護給付費通知」の主要５事業を柱とした介護給付の適正化を推進します。

２．介護保険サービス事業者に対する指導監督 

介護サービス事業者に対して集団指導や実地指導等を通じて、法令等の周知や運営に

関する指導を実施します。 

３．介護サービスの質の確保及び向上 

介護サービス情報の公表と第三者評価の活用、運営推進会議の適切な運営の確保、介

護相談員の派遣を推進します。 

目標（事業内容、指標等） 

１．介護給付費等に要する費用の適正化の推進 

①要介護認定の適正化 

                              (H29)   (H30)   (H31)   (H32)  

 認定調査票の点検（件）［目標］ －   10,998 11,079  11,217 

            ［実績］10,566 9,821            

(H29) (H30) (H31) (H32) 

更新・変更認定の訪問調査（直営）（件）［目標］ －   350  375   400 

                  ［実績］218  273          

②ケアプラン点検 

           (H29) (H30) (H31) (H32)  

点検事業所数［目標］ －    60   60   60 

      ［実績］ 17  57         

点検件数  ［目標］ －   ４０0  ４００  400 

      ［実績］208 295         

③住宅改修及び福祉用具購入・貸与に関する調査 

                     (H29)  (H30)  (H31)  (H32) 

住宅改修執行状況の確認（件）［目標］  －      5     5     5 

              ［実績］   0   １         

福祉用具購入・貸与調査（回）［目標］  －      2      2      2 

              ［実績］  0   １         
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④縦覧点検及び医療費突合 

                           (H29)    (H30)    (H31)    (H32) 

     縦覧点検（件） ［目標］ －       2,200    2,200   2,200 

           ［実績］2,192   2,366             

   医療費突合（件）［目標］ －      13,500  13,500  13,500 

           ［実績］13,445  20,002            

⑤介護給付費通知 

                      (H29) (H30) (H31) (H32) 

介護給付費通知（回）［目標］ －     3   3    3 

          ［実績］  3   3         

２．介護保険サービス事業者に対する指導監督 

  ※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 

３．介護サービスの質の確保及び向上 

  ※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で

取組み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 
取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．介護給付費等に要する費用の適正化の推進 

① 要介護認定の適正化 

  ・認定調査票の点検 実績：9,821 件 

・更新・変更認定の訪問調査（直営） 実績：273 件 

② ケアプラン点検 

・ケアプラン点検 

 点検事業所数：57（居宅介護支援事業所） 

 点検数：295 
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③ 住宅改修及び福祉用具購入・貸与に関する調査 

・住宅改修執行状況の確認 実績：1 件 

・福祉用具購入・貸与調査 実績：1 回 

④ 縦覧点検及び医療費突合 

      ・縦覧点検 実績：2,366 件 

・医療費突合 実績：20,002 件 

⑤ 介護給付費通知 

・介護給付費通知 実績：3 回（4 月に 1 回のペース） 

２．介護保険サービス事業者に対する指導監督 

   ・集団指導 実績：３回（うち１回は県との合同開催） 

   ・実地指導 実績：１５７件 

   ・業務管理体制の一般検査 実績：６４件 

３．介護サービスの質の確保及び向上 

 ① 介護サービス情報の公表と第三者評価の活用 

   介護サービス利用者や介護支援専門員などの専門職員からの問い合わせ等に対し

て、適宜、介護サービス情報の公表制度及び福祉サービス第三者評価制度の周知を図

りました。 

 ② 運営推進会議の適切な運営の確保 

   地域密着型サービス事業者に対して、新規指定申請時や集団指導、実地指導におい

て、運営推進会議の適切な実施が図られるよう指導・助言を行いました。その結果、

ほとんどの事業者が適切に運営推進会議を開催していますが、一部に、定められた回

数を実施していない事業者がありました。 

 ③ 介護相談員の派遣の推進 

平成３０年度の介護相談員の派遣実績は以下のとおりです。 

相談員：１２名  事業所数：４９事業所  派遣回数（延べ）：１,２０７回 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

１．介護給付費等に要する費用の適正化の推進 

① 要介護認定の適正化 

○ 認定調査票の点検 

認定の有効期間が延長された（最大２年→３年）影響で、申請件数が減少し、点

検件数が目標を下回りました。 

（目標 10,998 件／実績 9,821 件、参考：H29 年度実績 10,566 件） 

○ 更新・変更認定の訪問調査（直営） 

ベテランの調査員（嘱託職員）が年度途中で退職したため、調査件数が減少し目

標を下回りましたが、前年度の実績は上回りました。 

（目標 350 件／実績 273 件、参考：H29 年度実績 218 件） 

② ケアプラン点検 

介護支援専門員一人当たりのケアプラン点検件数を絞り、また個々のプランについ

て精査したため、点検事業所数、点検件数とも目標を下回りました。 

○ 点検事業所数 
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（目標 60 件／実績 57 件、参考：H29 年度実績 17 件） 

○ 点検件数 

（目標 400 件／実績 295 件、参考：H29 年度実績 208 件） 

③ 住宅改修及び福祉用具購入・貸与に関する調査 

他の業務が多忙であったため、目標数の調査を実施することができませんでした。

○ 住宅改修執行状況の確認 

（目標 5 件／実績１件、参考：H29 年度実績 0 件） 

○ 福祉用具購入・貸与調査 

（目標 2 件／実績１件、参考：H29 年度実績 0 件） 

④ 縦覧点検及び医療費突合 

      縦覧点検・医療費突合とも、目標を上回りました。 

○ 縦覧点検査 

（目標 2,200 件／実績 2,366 件、参考：H29 年度実績 2,192 件） 

○ 縦覧点検査 

（目標 13,500 件／実績 20,002 件、参考：H29 年度実績 13,445 件） 

⑤ 介護給付費通知 

介護給付費通知を年３回発送し、通知回数は目標通りとなりました。 

（目標 3 回／実績 3 回、参考：H29 年度実績 3 回） 

課題と今後の取組 

１．介護給付費等に要する費用の適正化の推進 

① 要介護認定の適正化 

○ 更新・変更認定の訪問調査は、調査員の年度途中の退職により目標件数には届き

ませんでしたが、次年度は職員を補充して実施体制を整え、目標値達成に取り組み

ます。 

② ケアプラン点検 

○ 介護支援専門員一人当たりの点検件数を絞り、また個々のプランについて精査し

たため目標数に及びませんでしたが、次年度は効率的な点検を意識し、点検数を伸

ばしていきます。 

○ ケアプラン点検を開始してから６年が経過し、市内の居宅介護支援事業所を２巡

しました。介護支援専門員に適切なケアマネマネジメントに対する意識の浸透が感

じられます。次年度以降も継続的な点検を実施することにより、意識の継続、介護

支援専門員のさらなる資質向上を目指し、点検・指導に取り組みます。 

③ 住宅改修及び福祉用具購入・貸与に関する調査 

○ 他の業務との兼ね合いで調査着手が遅れ、目標を達成できませんでした。 

○ 次年度は、リハビリ専門職が計画・申請の段階から関与してもらい点検するとい

った仕組みを検討します。また、事後の点検においても同様にリハビリ専門職の関

与する仕組みを検討します。 

④ 縦覧点検及び医療費突合 

    ○ 点検・突合の結果をもとに、事業所と過誤のやり取りをする中で、事業所側の制

度理解に課題があることが判明しました。一方で、こうしたやり取りの中で事業所

－29－



側の制度に対する理解も向上し、給付の適正化にもつながってきているように感じ

られます。 

○ 次年度も、引き続き事業所との丁寧なやり取りを通じて、給付の適正化に取り組

んでいきます。（国保連委託業務） 

⑤ 介護給付費通知 

○ 計画どおり、介護給付費通知を年 3 回発送できました。 

○ 次年度も、同様の頻度で介護給付費通知を発送します。 

２．介護保険サービス事業者に対する指導監督 

○ 実地指導については、近年、事業所が増加傾向にある中、実施率を維持していく

ことが課題です。 

○ そのため、国の「介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指

針」の内容等を踏まえ、実地指導のさらなる効率化について検討していきます。 

３．介護サービスの質の確保及び向上 

① 介護サービス情報の公表と第三者評価の活用 

介護サービス情報の公表制度及び福祉サービス第三者評価事業の認知度を高め、利

用者の適切なサービス選択に資する情報収集のための積極的な活用が図られるよう、

様々な機会を通じて本制度の積極的な周知に努めます。 

② 運営推進会議の適切な運営の確保 

運営推進会議が適切に実施されるよう、今後も集団指導や実地指導などの機会を捉

えて、適宜、地域密着型サービス事業者に対する指導・助言を行います。 

③ 介護相談員の派遣の推進 

介護相談員の派遣については、相談員の活動の休止・退職、訪問事業所の増加によ

り１人当たりの訪問事業所数が増え、相談員の負担が増加しています。また、公募し

ても応募が少なく、退職者の補充も課題です。介護相談員を確保するため、派遣事業

の意義等について市民への広報に取り組みます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0205 認知症施策の推進 

 

現状と課題 

○ 認知症が原因で、外出して自宅に戻れなくなり、警察等に保護される人が増加してい

ます。 

○ 地域や家族からも孤立して、適切な支援を受けられていない状態で発見され、地域包

括支援センターが対応するケースが増えています。 

○ 医療や介護のサービス利用を拒否したり、セルフネグレクト（自己放任）となってい

る人やその家族に、適切な支援を行う必要があります。 

○ 認知症の当事者やその家族の立場に立った適切な支援が必要です。 

○ 認知症の当事者やその家族が安心して気軽に相談できる仕組みが必要です。 

○ 認知症の状態に応じて受けられるサービスや相談機関など、適切なケアの流れを市民

や医療・介護関係者に周知する必要があります。 

○ 若年性認知症の人は、仕事や子育ての問題など、高齢者とは異なる課題を抱えていま

す。 

第７期における具体的な取組 

１．認知症への理解を深め、地域で見守り・支え合う体制づくり 

認知症サポーター養成講座の開催、認知症高齢者等安心見守り登録事業の普及、認知

症高齢者等位置検索システムの利用支援、認知症高齢者等ご近所見守り応援団協力店登

録事業の普及に取り組みます。 

２．居場所づくりや介護者支援の充実 

認知症地域支援推進員の設置、認知症カフェの支援、認知症高齢者等やすらぎ支援員

派遣事業の実施に取り組みます。 

３．早期診断・早期対応に向けた体制の充実 

認知症初期集中支援チームの活動、認知症ケアパスの普及、認知症予防教室の開催に

取り組みます。 

4．若年性認知症の支援 

若年性認知症の人やその家族の生活や就労支援体制の構築を検討し、必要な施策に取

り組みます。また、市民に若年性認知症に対する理解を深めていただくよう情報提供に

取り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 
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目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して評価し、改善に反映させる。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．認知症への理解を深め、地域で見守り・支え合う体制づくり 

① 認知症サポーター養成講座 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

認知症サポーター養成講座 回 46 43 45 

 年度受講者 人 946 1048 1,140 

延べ受講者 人 15,425 16,473 17,613 

キャラバン・メイト 人 209 160 184 

 新規登録 人 30 27 23 

登録廃止 人 - 49 - 

② 認知症高齢者等安心見守り登録事業の普及］ 

区 分 単 位 Ｈ28 年度 H29 年度 H30 年度 

安心見守り登録事業登録者 人 41 66 115 

 新規登録 人 27 41 57 

登録廃止 人 7 8 10 

③ 認知症高齢者等ご近所見守り応援団協力店の普及］ 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

ご近所見守り応援団協力店 件 11 33 43 

 新規登録 件 11 22 10 

登録廃止 件 0 0 0 
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④ 認知症高齢者等位置検索システムの利用支援 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度 

利用助成 件 3 2 2 

２．居場所づくりや介護者支援の充実 

① 認知症地域支援推進員の設置 

認知症地域支援推進員を設置し、認知症カフェの運営指導・支援や本人・家族への

相談支援を行いました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

認知症地域支援推進員 人 1 ２ ２ 

 認知症カフェへの支援 箇所 7 8 9 

相談・支援件数 延べ件数 214 212 251 

② 認知症カフェの支援（運営補助金）  

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

認知症カフェへの助成 箇所 3 2 3 

③ 認知症高齢者等やすらぎ支援員派遣事業 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

やすらぎ支援員登録者数 人 73 74 68 

 新規登録 人 0 8 0 

登録廃止 人 16 7 6 

利用者数     

 実利用者 人 27 20 19 

延べ利用者 人 225 148 137 

３．早期診断・早期対応に向けた体制の充実 

① 認知症初期集中支援チームの活動 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

認知症初期集中支援チーム チーム数 1 ２ ２ 

 支援件数 件 5 13 15 

② 認知症ケアパスの普及 

 「認知症安心ガイドブック」を地域包括支援センター、民生委員・児童委員、医療

機関、居宅介護支援事業所へ配布し、相談支援に用いました。 

③ 認知症予防教室の開催 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

脳いきいき教室 回 6 24 11 

 参加者 延べ人数 82 330 153 

 

4．若年性認知症の支援 
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認知症の当事者同士が自分たちの悩みや希望していることを話し合う「本人ミーティ

ング」に参加し、認知症の当事者の思いを伺い、今後の取り組みの参考にするとともに、

本人ミーティングの安定的な開催を確保するため、県と連携して支援体制を構築しまし

た。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

本人ミーティングへの参加 回 － － 6 
 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．認知症への理解を深め、地域で見守り・支え合う体制づくり 

① 認知症サポーター養成講座の開催 

○ 認知症サポーター養成の目的は「市民が認知症に関する正しい知識を持ち、地域

や職場等で認知症の方やそのご家族を温かく見守る応援団になっていただき、認知

症になっても自分らしく暮らし続けることのできる地域づくりを図ること」と考え

ています。 

○ 一人でも多くの市民が認知症サポーターになっていただくことが最も大切と考え

ていますが、一方で、意欲ある認知症サポーターの方には、認知症カフェの運営や

見守活動等を行う地域のリーダーとしての活躍も期待しており、そのため認知症サ

ポーターのステップアップ講座として「認知症を学ぶ会」の開催等、意欲のある方

が具体的な活動につながるよう取組みを進めます。 

○ 養成講座の講師役となる「キャラバン・メイト」の登録者の多くは医療や介護事

業者の職員等であり、仕事の都合等により平日活動できる方が少ないといった課題

があります。 

○ 医療や介護事業者の中には、地域貢献活動の一環として福祉の出前講座を実施し

ているところもあり、次年度以降、キャラバン・メイトが在籍している事業者に「認

知症サポーター養成講座」に取り組んでいただけるよう働きかけを進めます。 

② 認知症高齢者等安心見守り登録事業の普及 

  ○ 認知症により行方不明となり、警察に保護される高齢者等が増加しています。 

     ＜認知症かその疑いが原因で行方不明になり警察に届出があった人数＞ 

             平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

        鳥取県内   24 人     46 人    46 人 

  ○ 認知症高齢者等は今後も増加が見込まれ、それに伴い行方不明者が増加すること

が心配されるため、次年度以降も登録事業の周知を図り、万が一、行方不明となっ

た場合でも早期発見につながるよう取り組むとともに、定期的に警察と情報交換を

行い、迅速な捜索につながるよう連携強化に取り組みます。 

○ また、警察での保護は、法令上、原則２４時間以内とされており、もし家族等が
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見つからない場合は、公的機関に引き継ぐこととされています。本市においては、

これまでそのような事態は生じていませんが、万が一の場合にそなえて、関係機関

に相談しながら対応方法について検討を進めます。 

③ 認知症高齢者等ご近所見守り応援団協力店の普及 

 ○ 協力店は、認知症の人の日頃の見守りや、行方不明になった場合の早期発見への

協力などを通じ、地域における認知症の見守りネットワークの一翼を担っています。

 ○ 現在、協力店には医療や介護事業所に多く登録いただいていますが、一方で、金

融機関や郵便局、コンビニエンスストア、商店、交通機関、宅配事業者などの高齢

者が日常生活で利用する機会の多い事業所の登録拡大に課題があり、今後、認知症

サポーター養成講座の開催等により機運を高めながら、登録拡大に向けて取り組み

ます。 

○ そのほか、地域で事業を営む事業者と県、市町村が協定を結び、事業者が住民の

日常生活の異常等を発見した場合に、市町村に通報する仕組みである「鳥取県中山

間集落見守り活動支援事業」もあり、これらの関連事業も併せて取組み、認知症の

見守りネットワークの充実を図っていきます。 

④ 認知症高齢者等位置検索システムの利用支援 

○ 認知症により行方不明となり、警察に保護される高齢者等が増加しています。（上

記②再掲） 

○ 今後も「認知症高齢者等安心見守り登録事業」の普及活動に併せて位置検索シス

テムの支援助成事業を紹介し、その普及を図ることで、認知症高齢者等が、万が一

行方不明となった場合の早期発見や家族介護者の負担軽減に取り組みます。 

２．居場所づくりや介護者支援の充実 

① 認知症地域支援推進員の設置 

○ 広大な市域を 2 名で担当しているため、市域の隅々に活動を広げていく際に、推

進員の負担が大きくなり過ぎることが課題です。 

○ また、認知症の人の支援の仕組づくりを地域で進める際に、地域ごとで事情が異

なる場合も多く、地域の事情に明るい方の協力や支援も必要となっています。 

  ○ 次年度以降、地域包括支援センターなど、より地域に密着した形での設置と増員

について検討を進めます。 

② 認知症カフェの支援 

 ○ 認知症カフェは、認知症の人やそのご家族、あるいは支援者の集いの場として、

また気軽に相談したり情報交換できる場として、大変有効な取り組みです。 

○ 現在、地域支援事業で支援又は関与している認知症カフェは８ヶ所ですが、一方

で、子ども食堂を更に発展させ、「地域食堂」（認知症の人やその家族、生活困窮、

引きこもりなど多様な生活課題を抱えた住民の居場所）とする取り組みも進められ

ているところです。 
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○ 今後は地域食堂の運営主体に相談しながら、地域食堂に認知症カフェの機能を備

えていただけるよう働きかけを進めます。 

③ 認知症高齢者等やすらぎ支援員派遣事業 

 ○ 認知症の人は今後も増加することが見込まれていますが、一方で、認知症高齢者

等の見守りや話し相手として派遣する「やすらぎ支援員」は、家族介護者等の負担

軽減に重要な役割を果たしていますが、支援員の登録者は減少傾向にあり、また実

働の支援員は１割程度という状況です。 

○ 次年度以降も、福祉研修会の開催に併せて、参加者に支援員への登録を働きかけ

るとともに、現任者フォローアップ研修や支援員連絡会を通じて、実働の支援員の

増加に取り組みます。 

３．早期診断・早期対応に向けた体制の充実 

① 認知症初期集中支援チームの活動 

○ 支援チームが関与することで、早期に認知症の鑑別診断につなげ、その後の生活

の立て直しがスムーズに進んだり、ご家族等が認知症の介護で行き詰っている場合

の突破口となるなど、大きな成果をあげています。 

○ その一方で、支援の効果についての情報が関係機関に十分に浸透していないこと

や、関係機関との日々の業務連携に課題があり、関係機関が関わっている支援対象

者がスムーズに支援チームにつながっていない状況があります。 

○ また、現在２チームで全市域を担当していますが、活動区域が広すぎるため、支

援対象者の把握や迅速な支援活動を行う体制に課題があります。 

 ○ 次年度以降、認知症地域支援推進員の増員配置と連動させながら、認知症初期集

中支援チームの拡充について検討を進めます。 

 ② 認知症ケアパスの普及 

  ○ 認知症の状態に応じた適切なケアの流れをまとめた本市の認知症ケアパス「認知

症安心ガイドブック」を地域包括支援センター、民生委員・児童委員、医療機関、

介護事業所等へ配布し、相談支援に活用しています。 

  ○ 現在の認知症ケアパスについて関係機関からご意見を伺いながら、次期改定の際

に内容をより充実させ、効果的な相談支援に活用いただけるよう、検討を進めます。

 ③ 認知症予防教室の開催 

  ○ 地域包括支援センターが実施主体となり、老人クラブやサロン等の対象に、「脳い

きいき教室」として３ヵ月（６回コース）で開催してきましたが、開催回数に限度

があり、また参加者も限られるため、より多くの方に普及啓発する仕組みとして課

題があります。 

○ 次年度は現在の実施方法を改め、介護予防出前講座の拡充により対応します。 

4．若年性認知症の支援 

○ 若年性認知症の方は、就労や子育ての問題など、高齢者とは異なる課題も抱えて
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います。 

○ その支援の検討に当たっては、当事者が「何に困っているのか」「何を必要として

いるのか」、あるいは「暮らしやすい地域の在り方についてどのように考えておられ

るのか」を把握することが不可欠です。 

○ 今後も「鳥取県若年性認知症サポートセンター」との連携や、認知症の当事者同

士が主になって自分たちの悩みや希望していることを話し合う「本人ミーティング」

等を通じて、当事者の思いの把握に努め、本市の施策に反映させていきます。 

○ また、次年度は、認知症の当事者が相談員となり、認知症と診断された方の相談

を受ける本市独自の相談窓口を設置し、若年性認知症を含む認知症の相談支援体制

の充実強化に取り組みます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0206 生活支援サービスの充実 

 

現状と課題 

○ ＮＰＯや福祉事業者、地縁組織などが、多様な生活支援サービスを提供し、地域福祉

の担い手となることが期待されています。 

○ 地域福祉活動などの「互助」の取組みを一層広げていくことで、高齢者が介護が必要

な状態となっても、住み慣れた地域で安心して暮らし続ける地域づくりが求められてい

ます。 

○ 介護が必要な人やその家族、あるいはひとり暮らし高齢者の世帯といった福祉の支援

が必要な人が、自立し安定した日常生活を送ることができるよう、高齢者福祉サービス

を提供する必要があります。 

第７期における具体的な取組 

１．生活支援体制の充実 

地域支え合い推進員（生活支援コーディーター）の配置、鳥取市生活支援・介護予防

サービス検討会（第１層協議体）の開催、各地域の話し合いの場（第２層協議体）の設

置に取り組みます。 

２．在宅生活を支援する福祉サービスの推進 

ファミリー・サポート・センター（生活援助型）サービス、配食サービスなど在宅で

の安心生活を支援するサービスの提供や、家族介護用品購入費助成、家族介護教室の開

催など家族介護者を支援するサービスを提供します。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して自己評価し、改善に反映させます。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．生活支援体制の充実 

地域支え合い推進員が、地域に出向いて、地域で取組まれている様々な活動（地域に

あるサービスやその担い手等）や日常生活上の困りごとの把握、取り組みの充実や課題

解決等について地域の福祉関係者と一緒に検討したり、地域福祉の充実に向けて定期的

に集まって話し合う場（第２層協議体）の設置に向けて取り組みました。 

（集計時：年度末） 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

地域支え合い推進員 配置数 4 7 8 

 地域での情報交換等活動 回 174 146 280 

地域訪問活動（サロン等） 箇所 62 351 385 

協議体     

 第１層 箇所 1 1 1 

第２層 
設置済 箇所 - - 6 

協議中 箇所 41 41 35 

２．在宅生活を支援する福祉サービスの推進 

高齢者が安心して在宅での生活が送れるよう、また家族介護者を支援するため、各種

サービスの提供に取り組みました。              （集計時：年度末） 

区 分 サービス名 単位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

在 宅 福

祉 サ ー

ビス 

生活管理指導員派遣サービス 
延べ利用

者数 
65 32 6 

安心ホットラインサービス 設置台数 411 378 348 

福祉電話設置援助サービス 貸与数 40 53 51 

寝具丸洗い消毒サービス 利用者数 34 37 35 

日常生活用具購入助成サービス 助成件数 8 8 2 

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀ （ー生活援助型）

依頼会員

（実働）

866 

（318）

825 

（359）

834 

（342）

協力会員

（実働）

498 

（136）

485 

（126）

479 

（106）

配食サービス 
月平均利

用者数 
82 69 63 

生活管理指導短期宿泊サービス 利用者数 7 2 5 

軽度家事援助サービス 延べ利用 25 27 53 
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者数 

はり、灸、マッサージ施術費助成 利用者数 333 298 257 

家 族 介

護 者 支

援 サ ー

ビス 

家族介護用品購入費助成 利用者数 110 107 111 

家族介護慰労金支給 支給件数 3 7 3 

家族介護者交流支援 参加者数 74 91 99 

家族介護教室 参加者数 75 95 93 
 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．生活支援体制の充実 

○ 地域支え合い推進員は、地域に出向いて精力的に活動していますが、中には深く関

わることができない地区もあり、手探りで取組みを進めています。 

○ 生活支援体制の充実には、地域支え合い推進員の活動に加えて、地域活動に携わる

福祉人材の充実や、地区で活動する団体間の連携強化も重要であり、平成 30 年度に

作成した「鳥取市地域福祉推進計画」の施策においても取組みを進めます。 

○ さらに、地域にすでにある話し合いの場を把握し、そこに関わりながら、具体的な

福祉活動につなげることができるよう取り組みます。 

○ 地域支え合い推進員による「移動支援研究チーム」「空き家活用研究チーム」「生活

支援サービス研究チーム」を設置し、地域課題に応じて具体的な解決策を提案できる

よう、調査研究に取り組みます。 

２．在宅生活を支援する福祉サービスの推進 

○ 訪問介護事業所は職員確保に大変苦労されており、また事業所数も減少するなど、

本市の在宅生活の支援サービスは大きな課題を抱えています。 

○ そのような中で、ファミリー・サポート・センター（生活援助型）は、会員同士を

マッチングして軽度な生活支援を有償ボランティアで提供する仕組みとして、その需

要は益々高まっていますが、支援を依頼する会員の増加に対して、協力する会員の確

保が追い付いていない状況となっています。 

○ 運営を委託している市社会福祉協議会と連携して、課題整理を行い、協力会員の増

加に向けて取り組みます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0207 権利擁護施策の推進 

 

現状と課題 

○ 高齢化の進行とともに、認知症等により判断能力が不十分な人が増加しています。 

○ 法律行為における意思決定が困難な高齢者に対し、成年後見人等がその判断を補い、

その人の生命や財産を養護する体制の充実が求められています。 

○ 高齢者虐待の早期発見や、関係機関が連携した早期対応により、高齢者の安全を確保

する体制の充実が必要です。 

第７期における具体的な取組 

１．成年後見制度の利用促進 

とっとり東部権利擁護支援センターへの運営支援、成年後見人制度利用支援事業（申

立費用、後見人等報酬助成）、市長による法定後見の開始の審判の申立てに取り組みます。

２．成年後見制度の利用の促進に関する基本計画の策定 

本市計画の策定、権利擁護の地域連携ネットワークの構築、地域連携ネットワークの

中核機関設置に取り組みます。 

３．高齢者虐待の防止及び早期発見 

  地域包括支援センターを中心とした高齢者虐待対応、短期宿泊による虐待者との分

離・保護、やむを得ない措置による虐待者との分離・保護、「高齢者虐待防止ネットワー

ク協議会」の開催に取り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して評価し、改善に反映させる。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．成年後見制度の利用促進 

○ 県、東部４町とも連携して、とっとり東部権利擁護支援センターへの運営支援を行

いました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

センター運営実績     

 延べ相談件数 件 1,236 1,399 1,555 

法人後見受任件数 件 31 35 47 

○ 成年後見人制度利用支援事業及び市長による法定後見の開始の審判の申立てを実施

しました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

成年後見制度利用支援事業実績     

 申立費用助成 件 26 23 29 

後見人等報酬助成 件 30 37 60 

市長申立 件 23 19 24 

２．成年後見制度の利用の促進に関する基本計画の策定 

国からの情報提供等を基に、他自治体の策定状況等の確認を行いました。 

３．高齢者虐待の防止及び早期発見 

  地域包括支援センターを中心に養介護施設従事者等による虐待の通報、養護者による

虐待の通報等について対応し、必要に応じて短期宿泊による虐待者との分離・保護を行

いました。 

区 分 単 位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

高齢者虐待対応実績     

 養介護施設従事者等による

虐待の通報への対応 
件 5 4 8 

養護者による虐待の通報等

への対応 
件 46 51 60 

短期宿泊等による分離・保

護 
件 2 5 5 

 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 
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１．成年後見制度の利用促進 

○ 平成２７年度より市民後見人養成講座を開催しているが、近年受講者数伸び悩み、

平成３０年度の受講修了者数は１３人でした。平成３０年度末時点で市民後見人受任

件数は４件ですが、市民後見人候補者名簿登録者は全員、後見人等を受任しているた

め、さらなる候補者育成が必要です。 

○ 次年度以降も、とっとり東部権利擁護支援センターへの運営支援、成年後見人制度

利用支援事業、市長による法定後見の開始の審判の申立てに取り組み、成年後見制度

の利用を促進します。 

○ さらに、適切な後見人候補者の選定を行う場として、弁護士、司法書士、社会福祉

士、行政書士、法人後見受任団体で構成される「受任調整会議」の設置に向けて取り

組みます。 

２．成年後見制度の利用の促進に関する基本計画の策定 

次年度以降、本市計画の策定と、地域連携ネットワークの「中核機関設置」に取り組

みます。 

３．高齢者虐待の防止及び早期発見 

  次年度以降も、地域包括支援センターを中心とした高齢者虐待対応、介護事業者への

啓発、「高齢者虐待防止ネットワーク協議会」の開催に取り組みます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0301 状況に応じた施設・住まいの確保 

 

現状と課題 

○ 高齢者の状態に応じた多様な施設・居住系サービスの提供することで、介護が必要な

高齢者が必要に応じて住まいを選択できる環境づくりが必要です。 

○ 高齢者の身体状況、環境や経済状況などの多様な状態やニーズに応じた施設・住宅の

確保が必要です。 

○ 高齢者が在宅での生活が継続できるよう身体機能に応じた居住環境の整備が必要で

す。 

第７期における具体的な取組 

１．施設・居住系の介護サービスの充実（再掲） 

様々なサービスを利用しても在宅生活が困難な高齢者の施設・居住系サービスのニー

ズに対応するため、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、地域密

着型特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム等）の小規模施設の整備を推進

します。 

※「タイトル：介護サービスの充実」「第７期における具体的な取組：施設・居住系サービスの充実」

を参照 

２．多様な高齢者向け住宅の確保 

養護老人ホーム、生活支援ハウス、軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、

有料老人ホーム、高齢者向け公営住宅（シルバーハウジング）について、適切な運営、

既存施設の有効利用等に取り組みます。 

３．安全・安心な居住環境の確保 

  住宅改修・介護予防住宅改修、高齢者居住環境整備助成、住宅改修指導、住宅改修申

請等支援に取り組みます。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 
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 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して評価し、改善に反映させる。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 

 

取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．施設・居住系の介護サービスの充実（再掲） 

○ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）及び地域密着型特定

施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム等）の整備に係る公募を行い、グル

ープホームについて１事業者を指定予定事業者として選定しました。 

＜計画における整備数＞ 

 【認知症対応型共同生活介護】 

日常生活圏域 中学校区 整備数 選定 

B 圏域 東・南・桜ヶ丘・国府中学校区 １ユニット（定員９人） １事業者

C 圏域 江山中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

D 圏域 湖南学園中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

F 圏域 気高・鹿野・青谷中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

【地域密着型特定施設入居者生活介護】 

日常生活圏域 中学校区 整備数 選定 

A 圏域 北・西・福部中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

E 圏域 河原・用瀬・佐治中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

F 圏域 気高・鹿野・青谷中学校区 １ユニット（定員９人） 応募なし

○ 応募のなかった圏域については、再度公募を行い、計画期間中の整備を目指して

います。 

○ 介護医療院への転換を計画している事業者に対して、各種情報提供を行い、転換

を支援しました。 

２．多様な高齢者向け住宅の確保 

○ 本市が設置している養護老人ホーム「なごみ苑」、生活支援ハウス、高齢者向け公
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営住宅（シルバーハウジング）について、適切に運営を確保し、支援が必要な入居

希望者に対応しました。 

○ 民間事業者が設置している軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、有料

老人ホームについて、必要に応じて事業者からの相談に対応し、適正な運営を支援

しました。また、事業者からの新規設置の相談に対応しました。 

○ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームに対して計画的な一般監査を、また有料老人

ホームに対しては集団指導を実施し、サービスの質の確保に努めました。 

  【市内施設の定員】 

区分 単位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

養護老人ホーム 人 90 90 90 

生活支援ハウス 人 50 50 50 

 

いなば幸朋苑 人 20 20 20 

高草あすなろ 人 20 20 20 

青谷 人 10 10 10 

軽費老人ホーム 人 280 280 280 

サービス付き高齢者向け住宅 人 302 479 479 

有料老人ホーム 人 849 940 973 

高齢者向け公営住宅 人 50 50 50 

 

湖山団地 人 18 18 18 

賀露団地 人 8 8 8 

大森団地 人 3 3 3 

材木団地 人 10 10 10 

湯所団地 人 11 11 11 

３．安全・安心な居住環境の確保 

   高齢者が住み慣れた住宅で安心して在宅生活が継続できるよう、身体機能に応じた

居住環境整備に取り組みました。 

区分 単位 H28 年度 H29 年度 H30 年度

介護保険住宅改修 件 764 699 710 

 
住宅改修 件 429 409 405 

介護予防 件 335 290 305 

高齢者居住環境整備事業 件 3 5 ７ 

住宅改修指導事業 件 3 6 ７ 

住宅改修申請等支援事業 件 139 40 33 
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自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．施設・居住系の介護サービスの充実（再掲） 

○ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）については、応募のな

い圏域が３つありました。 

○ また地域密着型特定施設入居者生活介護（介護付き有料老人ホーム等）については、

公募した３圏域すべて応募がありませんでした。 

○ 事業者が応募されない理由について調査し、公募方法の再検討を行うなど、計画期

間内の整備量の確保に向けて取り組みます。 

２．多様な高齢者向け住宅の確保 

○ 本市が設置している養護老人ホーム「なごみ苑」、生活支援ハウス、高齢者向け公

営住宅（シルバーハウジング）について、適切な運営を確保し、支援が必要な入居希

望者に対応していきます。 

○ 民間事業者が設置している軽費老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、有料老

人ホームについて、事業者からの相談に対応し、適切な運営を支援します。また、新

規設置の相談に対応し、サービス量の拡充に取り組みます。 

○ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームに対して計画的な一般監査を、また有料老人ホ

ームに対しては集団指導を実施し、サービスの質の確保に取り組みます。 

３．安全・安心な居住環境の確保 

  住宅改修・介護予防住宅改修、高齢者居住環境整備助成、住宅改修指導、住宅改修申

請等支援により、高齢者の居住環境整備の支援に取り組みます。 
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取組と目標に対する自己評価シート（フェイスシート） 

     … 法定評価項目（自立支援、介護予防・重度化防止） 

     … 法定評価項目（介護給付等費用適正化）      

施策 0302 高齢者の住まいに関する相談体制の充実 

 

現状と課題 

○ 一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦世帯等が、安心して暮らすことができる住まいの確

保が必要です。 

○ 高齢者が、住まいについて安心して気軽に相談できる窓口が必要です。 

○ 高齢者の住まいに関する相談に対し、必要に応じて伴走型の支援を行うことが必要で

す。 

第７期における具体的な取組 

１．住宅確保要配慮者への支援 

鳥取県居住支援協議会に参画し、鳥取県あんしん賃貸支援事業（あんしん賃貸住宅の

登録、入居相談、住宅情報の提供等）の推進を図ることで、高齢者の住まいの確保に取

り組みます。 

２．地域包括支援センターや中央人権福祉センターによる相談支援の推進 

① 地域包括支援センターは、高齢者の住まいに関する様々な相談対応や情報提供に努

め、高齢者がそれぞれの置かれた状況に応じ適切に住宅を改修したり、施設・居住系

サービスなど新たな「住まい」を選択できるよう支援します。 

② 中央人権福祉センター（パーソナルサポートセンター）は、保証人や緊急連絡先が

確保できず、賃貸住宅へ入居ができない人などからの相談に対し、住まいの確保に向

けた伴走型の支援に取り組みます。さらに、相談者が入居した後も支援を継続するこ

とにより、賃貸住宅所有者の「賃貸リスク意識の払拭」を図ります。 

目標（事業内容、指標等） 

※指標（目標値）は定めず「取組と目標に対する自己評価シート」の「実施内容」で取組

み状況を報告します。 

目標の評価方法 

 時点 

□中間見直しあり 

■実績評価のみ 

 評価の方法 

○ 法定評価項目について、本市の資料で実績を把握し、指標（目標値）と実績値を

比較して評価し、改善に反映させる。 

  ○ その他の項目は自己評価は行わず、「取組と目標に対する自己評価シート」の「実

施内容」で取組み状況を報告し、「課題と今後の取組」で改善に反映させます。 
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取組と目標に対する自己評価シート 

 

年度 平成３０年度 

 

（実績評価） 

実施内容 

１．住宅確保要配慮者への支援 

鳥取県居住支援協議会に参画し、鳥取県あんしん賃貸支援事業（あんしん賃貸住宅の

登録、入居相談、住宅情報の提供等）の推進を図ることで、高齢者の住まいの確保に取

り組みました。 

２．地域包括支援センターや中央人権福祉センターによる相談支援の推進 

① 地域包括支援センター 

高齢者からの住まいに関する様々な相談に対し、それぞれの置かれた状況に応じて

適切に住宅改修等の提案や施設・居住系サービスなど新たな「住まい」の情報提供を

行いました。 

② 中央人権福祉センター（パーソナルサポートセンター） 

住まいを確保することが困難な高齢者に対し、住まいの相談から民間賃貸住宅の情

報提供、住まいが決まるまでの支援を実施してきました。さらに支援が必要な高齢者

に対しては、フォローアップを継続的に行いました。 

平成 30 年度：相談者数（高齢者） ６０人 

        内、住まいに関する相談件数    １６件 

        内、住まいを確保するまでの支援件数 ６件 

        内、入居後も支援を継続している件数 ２件 

自己評価結果（※評価指標を定めていない項目は記載しない。） 

※指標（目標値）は定めていない。 

課題と今後の取組 

１．住宅確保要配慮者への支援 

鳥取県居住支援協議会に参画し、鳥取県あんしん賃貸支援事業（あんしん賃貸住宅の

登録、入居相談、住宅情報の提供等）の推進を図ることで、高齢者の住まいの確保に取

り組みます。 

２．地域包括支援センターや中央人権福祉センターによる相談支援の推進 

① 地域包括支援センター 

高齢者の住まいに関する様々な相談対応や情報提供に努め、高齢者がそれぞれの置

かれた状況に応じ適切に住宅を改修の相談支援や、施設・居住系サービスなど新たな

「住まい」を選択できるよう引き続き支援を行います。 

② 中央人権福祉センター（パーソナルサポートセンター） 

関係機関との連携やあんしん賃貸支援事業の活用などによって、保証人や緊急連絡

先が確保できない高齢者、入居後のリスクが高い高齢者に対する支援体制の充実を図

っていきます。 
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○
平

成
３

０
年

度
保

険
者

機
能

強
化

推
進

交
付

金
の

評
価

指
標

未
達

成
項

目
一

覧
表

達
成

状
況

  
右

記
の

将
来

推
計

を
実

施
し

て
い

る
か

。
ウ

　
2

0
2

5
年

度
に

お
け

る
日

常
生

活
圏

域
単

位
の

6
5

歳
以

上
人

口
×

2
点

オ
　

2
0

2
5

年
度

に
お

け
る

一
人

暮
ら

し
高

齢
者

数
×

2
点

カ
　

2
0

2
5

年
度

に
必

要
と

な
る

介
護

人
材

の
数

×
2

点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

達
成

状
況

②
×

1
0

点

④
×

1
0

点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

　
現

在
は

ウ
、

オ
、

カ
に

つ
い

て
の

将
来

推
計

は
で

き
て

い
ま

せ
ん

。
第

８
期

介
護

保
険

事
業

計
画

の
作

成
の

中
で

推
計

に
つ

い
て

検
討

し
て

い
き

ま
す

。

② ④

達
成

の
目

途

△

　
現

在
、

鳥
取

市
介

護
保

険
事

業
計

画
・

高
齢

者
福

祉
計

画
作

成
委

員
会

（
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

部
会

）
に

お
い

て
、

地
域

密
着

型
サ

ー
ビ

ス
の

指
定

に
係

る
報

告
、

意
見

聴
取

を
行

っ
て

い
ま

す
。

今
後

、
本

指
標

の
対

象
と

な
る

「
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

の
整

備
を

図
る

た
め
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保

険
者

独
自

の
取

り
組

み
の

検
討

」
が

必
要

と
な

っ
た

場
合

は
、

当
該

部
会

に
お

い
て

検
討

を
行

い
ま

す
。

　
平

成
３
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年
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０

月
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ら
、

市
の
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、
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達
成

の
目

途

○ ○

  
地

域
密

着
型

サ
ー

ビ
ス

事
業

所
の

運
営

状
況
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把

握
し

、
そ
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ま

え
、

運
営

協
議

会
等

で
必

要
な

事
項

を
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討
し

て
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る
か

。

 地
域

密
着

型
通

所
介

護
事
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所
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達
成

状
況

　
保

険
者
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、
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ジ
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介
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す
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又
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。

　
毎

年
度

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
運

営
協

議
会

で
の
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踏
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営

方
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、
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の
内
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て
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踏
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検
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会

で
の
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を
踏

ま
え

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

運
営

方
針

、
支

援
、

指
導

の
内

容
に

つ
い

て
改

善
点

を
検

討
し

て
い

る
。

○
5

点

　
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
に

関
す

る
保

険
者

の
基

本
方

針
は

、
毎

年
度

、
介

護
支

援
専

門
員

に
対

す
る

研
修

会
で

伝
え

て
い

ま
す

が
、

現
在

の
と

こ
ろ

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

等
の

作
成

ま
で

は
行

っ
て

い
ま

せ
ん

。
今

後
、

中
央

包
括

の
基

幹
型

セ
ン

タ
ー

化
（

専
門

職
員

の
集

約
配

置
）

と
連

動
さ

せ
な

が
ら

検
討

し
て

い
き

ま
す

。

達
成

の
目

途

△

（
2

）
介

護
支

援
専

門
員

・
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
所

＜
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

体
制

に
関

す
る

も
の

＞

達
成

時
の

配
点

① ⑤

　
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
に

対
し

て
、

介
護

保
険

法
施

行
規

則
に

定
め

る
原

則
基

準
に

基
づ

く
３

職
種

の
配

置
を

義
務

付
け

て
い

る
か

。

②
×

1
0

点

　
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

３
職

種
（

準
ず

る
者

を
含

む
）

一
人

当
た

り
高

齢
者

数
（

圏
域

内
の

6
5

歳
以

上
高

齢
者

数
/
セ

ン
タ

ー
人

員
）

の
状

況
が

1
,5

0
0

人
以

下

（
３

）
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
達

成
時

の
配

点

指
  

 標

指
  

 標

－52－



 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

達
成

状
況

⑧
×

1
0

点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

達
成

状
況

⑨
×

1
0

点

×
1

0
点

×
5

点

①

　
平

成
3

0
年

4
月

末
日

時
点

の
３

職
種

一
人

当
た

り
高

齢
者

数
は

2
,0

8
2

人
と

な
っ

て
お

り
、

配
点

の
要

件
を

満
た

し
て

い
ま

せ
ん

。
今

後
、

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
拡

充
を

進
め

て
い

く
中

で
、

３
職

種
一

人
当

た
り

高
齢

者
数

の
減

少
を

進
め

て
い

き
ま

す
。

② ⑤
　

今
後

も
引

き
続

き
、

運
営

協
議

会
へ

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
活

動
状

況
等

を
報

告
し

、
指

摘
さ

れ
た

点
に

つ
い

て
改

善
に

努
め

て
い

き
ま

す
。

　
管

内
の

各
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
が

介
護

支
援

専
門

員
か

ら
受

け
た

相
談

事
例

の
内

容
を

整
理

・
分

類
し

た
上

で
、

経
年

的
に

件
数

を
把

握
し

て
い

る
か

。

　
地

域
ケ

ア
会

議
に

つ
い

て
、

地
域

ケ
ア

会
議

が
発

揮
す

べ
き

機
能

、
構

成
員

、
ス

ケ
ジ

ュ
ー

ル
を

盛
り

込
ん

だ
開

催
計

画
を

策
定

し
て

い
る

か
。

⑪

　
個

別
事

例
の

検
討

等
を

行
う

地
域

ケ
ア

会
議

に
お

け
る

個
別

事
例

の
検

討
件

数
割

合
は

ど
の

程
度

か
。

（
個

別
ケ

ー
ス

の
検

討
件

数
／

受
給

者
数

）
　

ア
　

個
別

ケ
ー

ス
の

検
討

件
数

／
受

給
者

数
　

○
件

以
上

（
全

保
険

者
の

上
位

３
割

）
　

イ
　

個
別

ケ
ー

ス
の

検
討

件
数

／
受

給
者

数
　

○
件

以
上

（
全

保
険

者
の

上
位

５
割

）

＜
地

域
ケ

ア
会

議
に

関
す

る
も

の
＞

指
  

 標
達

成
時

の
配

点

達
成

の
目

途

△

　
こ

れ
ま

で
介

護
支

援
専

門
員

か
ら

受
け

た
相

談
事

例
の

一
部

に
つ

い
て

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
支

援
シ

ス
テ

ム
に

ケ
ー

ス
記

録
と

し
て

登
録

し
て

い
ま

し
た

が
、

相
談

内
容

に
応

じ
た

整
理

・
分

類
機

能
が

備
わ

っ
て

お
ら

ず
、

ま
た

他
の

方
法

に
よ

る
整

理
・

分
類

も
行

っ
て

い
な

か
っ

た
た

め
、

現
在

、
指

標
⑧

に
対

応
で

き
て

い
な

い
状

況
と

な
っ

て
い

ま
す

。
本

件
は

平
成

3
0

年
度

か
ら

対
応

を
開

始
し

ま
し

た
が

、
指

標
⑧

の
要

件
に

あ
る

「
経

年
的

」
と

は
「

概
ね

3
年

程
度

」
と

さ
れ

て
い

る
た

め
、

指
標

を
達

成
で

き
る

の
は

3
年

分
の

デ
ー

タ
が

揃
う

2
年

後
と

な
る

見
込

で
す

。

達
成

の
目

途

△ △ △

　
３

職
種

の
配

置
に

つ
い

て
は

「
鳥

取
市

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

に
お

け
る

包
括

的
支

援
事

業
の

実
施

に
係

る
人

員
等

に
関

す
る

基
準

を
定

め
る

条
例

」
で

規
定

し
て

い
る

が
、

保
険

者
機

能
強

化
推

進
交

付
金

に
お

い
て

は
、

こ
の

条
例

以
外

に
直

営
の

場
合

は
組

織
規

則
等

に
規

定
、

委
託

の
場

合
は

委
託

契
約

に
明

記
さ

れ
る

こ
と

が
求

め
ら

れ
て

い
ま

す
。

今
後

、
運

営
委

託
す

る
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

契
約

書
で

３
職

種
の

配
置

義
務

を
明

記
し

ま
す

。

＜
ケ

ア
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
支

援
に

関
す

る
も

の
＞

指
  

 標
達

成
時

の
配

点

（
注

）
こ
れ

ら
の
指

標
に
つ
い

て
は

、
厚

生
労
働
省

に
お

い
て

全
保
険

者
の
上

位
３
割
又

は
５

割
を

決
定
す
る

。
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ア
　

複
数

の
個

別
事

例
か

ら
地

域
課

題
を

明
ら

か
に

し
、

こ
れ

を
解

決
す

る
た

め
の

政
策

を
市

町
村

に
提

言
し

て
い

る
。

×
1

0
点

イ
　

複
数

の
個

別
事

例
か

ら
地

域
課

題
を

明
ら

か
に

し
て

い
る

が
、

解
決

す
る

た
め

の
政

策
を

市
町

村
に

提
言

し
て

は
い

な
い

。
×

5
点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

達
成

状
況

①
×

1
0

点

②
×

1
0

点

③
×

1
0

点

④
×

1
0

点

達
成

の
目

途

　
指

標
⑨

へ
の

対
応

に
あ

わ
せ

て
、

今
後

、
個

別
事

例
か

ら
地

域
課

題
を

明
ら

か
に

す
る

た
め

の
地

域
ケ

ア
推

進
会

議
を

開
催

し
、

解
決

す
べ

き
課

題
の

整
理

を
進

め
て

い
き

ま
す

。

　
５

つ
の

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

の
う

ち
、

鳥
取

東
と

鳥
取

南
の

２
つ

の
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
で

開
催

計
画

を
作

成
し

、
地

域
ケ

ア
会

議
を

開
催

し
て

い
ま

す
が

、
他

の
３

セ
ン

タ
ー

は
対

応
で

き
て

い
な

い
状

況
で

す
。

今
後

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

拡
充

と
連

動
さ

せ
な

が
ら

、
全

て
の

地
域

包
括

支
援

セ
ン

タ
ー

で
の

地
域

ケ
ア

会
議

の
開

催
に

向
け

て
検

討
し

て
い

き
ま

す
。

△ △

　
指

標
⑨

へ
の

対
応

に
あ

わ
せ

て
検

討
件

数
の

増
加

を
進

め
て

い
き

ま
す

。
△

⑨ ⑭

指
  

 標
達

成
時

の
配

点

⑪⑭

　
複

数
の

個
別

事
例

か
ら

地
域

課
題

を
明

ら
か

に
し

、
こ

れ
を

解
決

す
る

た
め

の
政

策
を

市
町

村
へ

提
言

し
て

い
る

か
。

【
ア

か
イ

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

場
合

】

（
6

）
介

護
予

防
/
日

常
生

活
支

援

　
 介

護
予

防
・

日
常

生
活

支
援

総
合

事
業

の
創

設
や

そ
の

趣
旨

に
つ

い
て

、
地

域
の

住
民

や
サ

ー
ビ

ス
事

業
者

等
地

域
の

関
係

者
に

対
し

て
周

知
を

行
っ

て
い

る
か

。

　
介

護
保

険
事

業
計

画
に

お
い

て
、

介
護

予
防

・
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
事

業
に

お
け

る
多

様
な

サ
ー

ビ
ス

（
基

準
を

緩
和

し
た

サ
ー

ビ
ス

、
住

民
主

体
に

よ
る

支
援

、
短

期
集

中
予

防
サ

ー
ビ

ス
、

移
動

支
援

を
指

し
、

予
防

給
付

で
実

施
さ

れ
て

き
た

旧
介

護
予

防
訪

問
介

護
相

当
サ

ー
ビ

ス
・

旧
介

護
予

防
通

所
介

護
相

当
サ

ー
ビ

ス
に

相
当

す
る

サ
ー

ビ
ス

は
含

ま
な

い
。

以
下

同
じ

。
）

及
び

そ
の

他
の

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
量

の
見

込
み

を
立

て
る

と
と

も
に

、
そ

の
見

込
み

量
の

確
保

に
向

け
た

具
体

策
を

記
載

し
て

い
る

か
。

　
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

に
お

け
る

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
や

そ
の

他
の

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

の
開

始
に

あ
た

り
、

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

や
協

議
体

、
そ

の
他

地
域

の
関

係
者

と
の

協
議

を
行

う
と

と
も

に
、

開
始

後
の

実
施

状
況

の
検

証
の

機
会

を
設

け
て

い
る

か
。

　
高

齢
者

の
ニ

ー
ズ

を
踏

ま
え

、
介

護
予

防
・

生
活

支
援

サ
ー

ビ
ス

事
業

に
お

け
る

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
、

そ
の

他
生

活
支

援
サ

ー
ビ

ス
を

創
設

し
て

い
る

か
。
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×
1

0
点

×
5

点

⑥
×

1
0

点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

△○ △ △ ○ △

　
現

在
、

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
を

開
始

し
て

い
ま

せ
ん

が
、

次
年

度
、

基
準

を
緩

和
し

た
通

所
介

護
サ

ー
ビ

ス
及

び
保

健
・

医
療

専
門

職
に

よ
る

訪
問

型
・

通
所

型
の

短
期

集
中

予
防

サ
ー

ビ
ス

を
開

始
し

ま
す

。

　
一

般
介

護
予

防
事

業
に

よ
る

「
ふ

れ
あ

い
・

い
き

い
き

サ
ロ

ン
」

へ
の

支
援

を
通

じ
て

、
参

加
率

の
向

上
を

進
め

て
い

き
ま

す
。

　
現

在
、

情
報

提
供

が
十

分
に

で
き

て
い

ま
せ

ん
。

今
後

、
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
の

拡
充

（
基

幹
型

セ
ン

タ
ー

設
置

）
と

連
動

さ
せ

な
が

ら
、

取
扱

い
を

検
討

し
て

い
き

ま
す

。

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

達
成

の
目

途

　
本

市
の

総
合

事
業

は
独

自
制

作
の

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

を
活

用
し

、
各

種
機

会
を

捉
え

て
周

知
を

行
っ

て
い

ま
す

。
指

標
①

に
あ

る
周

知
す

べ
き

「
創

設
や

そ
の

趣
旨

」
に

は
「

当
該

市
町

村
の

現
状

や
将

来
の

姿
、

目
指

す
べ

き
地

域
像

」
が

含
ま

れ
る

こ
と

と
さ

れ
て

い
ま

す
が

、
本

市
の

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

に
は

記
載

が
な

い
た

め
、

今
後

、
Ａ

型
や

Ｃ
型

サ
ー

ビ
ス

の
創

設
時

に
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
の

内
容

を
見

直
し

ま
す

。

　
第

7
期

計
画

の
作

成
時

点
で

は
、

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
は

創
設

に
向

け
て

検
討

中
で

あ
っ

た
た

め
、

サ
ー

ビ
ス

見
込

み
量

等
の

具
体

的
な

内
容

を
計

画
に

記
載

で
き

ま
せ

ん
で

し
た

。
本

件
は

第
８

期
計

画
の

作
成

に
あ

わ
せ

て
記

載
方

法
を

検
討

し
ま

す
。

　
現

在
、

協
議

の
場

や
検

証
の

機
会

は
設

け
て

い
ま

せ
ん

が
、

今
後

、
Ａ

型
や

Ｃ
型

等
の

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
の

創
設

や
、

一
般

介
護

予
防

事
業

評
価

事
業

の
実

施
検

討
に

あ
わ

せ
て

、
取

り
扱

い
を

検
討

し
て

い
き

ま
す

。

⑤

　
介

護
予

防
に

資
す

る
住

民
主

体
の

通
い

の
場

へ
の

6
5

歳
以

上
の

方
の

参
加

者
数

は
ど

の
程

度
か

（
【

通
い

の
場

へ
の

参
加

率
＝

通
い

の
場

の
参

加
者

実
人

数
／

高
齢

者
人

口
】

　
等

）
　

　
ア

 通
い

の
場

へ
の

参
加

率
が

○
％

（
上

位
3

割
）

　
　

イ
 通

い
の

場
へ

の
参

加
率

が
○

％
（

上
位

5
割

）

　
地

域
包

括
支

援
セ

ン
タ

ー
、

介
護

支
援

専
門

員
、

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

、
協

議
体

に
対

し
て

、
総

合
事

業
を

含
む

多
様

な
地

域
の

社
会

資
源

に
関

す
る

情
報

を
提

供
し

て
い

る
か

。

（
注

）
こ
れ

ら
の
指

標
に
つ
い

て
は

、
厚

生
労
働
省

に
お

い
て

全
保
険

者
の
上

位
３
割
又

は
５

割
を

決
定
す
る

。
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達
成

状
況

③
×

1
0

点

④
×

1
0

点

 
【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

達
成

状
況

地
域

ケ
ア

会
議

の
構

成
員

と
し

て
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
を

任
命

し
、

会
議

の
際

に
福

祉
用

具
貸

与
計

画
も

合
わ

せ
て

点
検

を
行

う
。

×

福
祉

用
具

専
門

相
談

員
に

よ
る

福
祉

用
具

貸
与

計
画

の
作

成
時

に
、

リ
ハ

ビ
リ

テ
ー

シ
ョ

ン
専

門
職

が
点

検
を

行
う

仕
組

み
が

あ
る

。
×

貸
与

開
始

後
、

用
具

が
適

切
に

利
用

さ
れ

て
い

る
か

否
か

を
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
が

点
検

す
る

仕
組

み
が

あ
る

。
×

被
保

険
者

か
ら

提
出

さ
れ

た
住

宅
改

修
費

支
給

申
請

書
の

市
町

村
に

お
け

る
審

査
の

際
に

、
建

築
専

門
職

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
等

に
よ

り
点

検
を

行
う

仕
組

み
が

あ
る

。
×

住
宅

改
修

の
実

施
前

又
は

実
施

の
際

に
、

実
際

に
改

修
を

行
う

住
宅

を
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
が

訪
問

し
、

点
検

を
行

わ
せ

る
仕

組
み

が
あ

る
。

×

⑥
×

1
0

点

達
成

の
目

途

　
上

記
③

に
同

じ
。

　
市

内
の

4
1

地
区

社
協

の
区

域
で

協
議

体
の

設
置

を
進

め
て

い
ま

す
が

、
実

際
に

設
置

で
き

た
の

は
6

地
区

で
、

未
設

置
が

３
５

地
区

と
い

う
状

況
と

な
っ

て
い

ま
す

。
ま

た
設

置
済

み
の

地
区

も
資

源
開

発
に

向
け

た
具

体
的

な
取

組
み

は
開

始
さ

れ
て

い
な

い
状

況
で

す
。

引
き

続
き

地
域

支
え

合
い

推
進

員
（

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

）
の

活
動

に
よ

り
、

取
組

み
を

推
進

し
ま

す
。

③ ④

△ △

1
0

点

  
 福

祉
用

具
の

利
用

に
関

し
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
が

関
与

す
る

仕
組

み
を

設
け

て
い

る
か

。

【
い

ず
れ

か
に

該
当

し
て

い
る

場
合

に
加

点
】

1
0

点

⑤

  
給

付
実

績
を

活
用

し
た

適
正

化
事

業
を

実
施

し
て

い
る

か
。

④

  
住

宅
改

修
の

利
用

に
際

し
て

、
建

築
専

門
職

、
リ

ハ
ビ

リ
テ

ー
シ

ョ
ン

専
門

職
等

が
適

切
に

関
与

す
る

仕
組

み
を

設
け

て
い

る
か

。

【
い

ず
れ

か
に

該
当

し
て

い
る

場
合

に
加

点
】

達
成

時
の

配
点

指
  

 標

達
成

時
の

配
点

Ⅲ
　

介
護

保
険

運
営

の
安

定
化

に
資

す
る

施
策

の
推

進

（
1

）
介

護
給

付
の

適
正

化

協
議

体
が

地
域

資
源

の
開

発
に

向
け

た
具

体
的

取
組

（
地

域
ニ

ー
ズ

、
地

域
資

源
の

把
握

等
）

を
行

っ
て

い
る

か
。

生
活

支
援

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

、
協

議
体

の
活

動
を

通
じ

て
高

齢
者

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
具

体
的

な
資

源
の

開
発

（
既

存
の

活
動

や
サ

ー
ビ

ス
の

強
化

を
含

む
。

）
が

行
わ

れ
て

い
る

か
。

（
7

）
生

活
支

援
体

制
の

整
備

指
  

 標
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【

現
状

と
課

題
、

今
後

の
取

組
】

×
⑥

　
現

在
、

リ
ハ

ビ
リ

専
門

職
等

が
関

与
す

る
仕

組
み

は
あ

り
ま

せ
ん

が
、

今
後

、
福

祉
用

具
貸

与
の

計
画

段
階

（
あ

る
い

は
事

後
）

に
関

与
す

る
仕

組
み

の
構

築
に

向
け

て
検

討
し

ま
す

。
④ ⑤

　
現

在
、

リ
ハ

ビ
リ

専
門

職
等

が
関

与
す

る
仕

組
み

は
あ

り
ま

せ
ん

が
、

今
後

、
住

宅
改

修
の

計
画

段
階

（
あ

る
い

は
事

後
）

に
関

与
す

る
仕

組
み

の
構

築
に

向
け

て
検

討
し

ま
す

。

　
限

ら
れ

た
職

員
で

業
務

を
実

施
し

て
い

る
た

め
、

他
の

業
務

と
の

兼
ね

合
い

も
あ

り
、

給
付

実
績

の
デ

ー
タ

を
給

付
の

適
正

化
に

活
か

し
き

れ
て

い
ま

せ
ん

。
給

付
実

績
の

活
用

方
法

等
に

つ
い

て
、

国
保

連
な

ど
関

係
機

関
に

相
談

し
な

が
ら

対
応

を
検

討
し

て
い

き
ま

す
。

達
成

の
目

途

△ △
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H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4

1.17 1.34 1.48 1.59 1.63

1.09 1.31 1.59 1.58 1.78

0.91 1.06 1.27 1.10 1.26

1.08 1.37 1.60 1.82 1.92

0.94 1.04 1.28 1.45 1.60

正社員 0.51 0.58 0.69 0.63 0.83

パート 1.22 1.45 1.62 1.28 1.41

管理的職業 0.73 0.76 0.50 0.67 0.56

専門的・技術的職業 1.60 1.61 1.82 1.55 2.00

事務的職業 0.21 0.31 0.28 0.36 0.41

販売の職業 1.31 1.50 1.63 1.75 2.34

サービスの職業 1.61 1.85 2.21 2.00 2.41

保安の職業 3.73 5.24 6.22 4.21 6.36

農林漁業の職業 0.67 0.70 0.90 1.19 1.70

生産工程の職業 0.67 0.64 1.04 1.14 1.20

輸送・機械運転の職業 1.47 1.76 2.02 1.83 2.05

建設・採掘の職業 1.09 1.26 1.75 1.66 2.94

運搬・清掃・包装等の職業 0.35 0.47 0.68 0.53 0.62

ＩＴ関連職業合計 1.01 1.58 1.99 1.76 1.69

福祉関連職業合計 1.42 1.44 1.66 1.41 1.89

（うち介護関係） 1.08 1.35 1.64 1.54 2.10

出典：経済・雇用戦略果資料（ハローワーク鳥取資料により作成）

有効求人倍率の推移

区分

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
鳥
取
管
内
の
内
訳

全国

鳥取県

鳥取

米子

倉吉

1.17  1.34 

1.48 
1.59 

1.63 

1.09 

1.31 

1.59  1.58 

1.78 

0.91 

1.06 

1.27 

1.10 

1.26 
1.08 

1.35 

1.64 

1.54 

2.10 

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

H27.4 H28.4 H29.4 H30.4 H31.4

有効求人倍率の推移（Ｈ２７－３１年度）

全国 鳥取県 鳥取 （うち介護関係）

鳥取県

全国

ハローワーク鳥取管内

ハローワーク鳥取管内（うち介護関係）
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令和元年５月１３日 

鳥取市雇用促進協議会 事務局 
 

鳥取市雇用促進協議会 介護分野企業見学会実施概要 
(令和元年度) 

 

１ 目  的  この企業見学会は、将来、介護分野への就職を希望する因幡・但馬麒

麟のまち連携中枢都市圏域※の高校生が企業を訪問して、企業活動の

実態を見学・理解し、介護分野への就職意識を高揚させることで若者

の地元定着を促進するとともに、介護分野の人材不足を解消すること

を目的としています。 

 

２ 実施主体 鳥取市雇用促進協議会 

鳥取市、鳥取商工会議所、鳥取市三商工会連絡会、鳥取県中小企業団

体中央会東部支部、鳥取公共職業安定所、鳥取大学、鳥取環境大学、

鳥取県高等学校長会東部支部などの会員で組織され、雇用の促進に関

する事業を実施しています。 

（事務局：鳥取市経済観光部経済・雇用戦略課） 

 

３ 対 象 者  因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏域の高等学校に在学し、介護分

野に興味を持つ生徒。(進学・就職・学年を問いません) 

 

４ 開催時期  令和元年８月（高校生夏休み期間中）に実施を予定しています。 

         

５ 日  程  見学先企業様が決定し次第、日程調整をさせていただきます。 

         

６ 見学時間  １企業あたり １時間～１時間３０分程度 

 

７ 見学内容  企業説明・社内見学・質疑応答  

その他(例えばＯＢ、ＯＧの経験談など) 

 

８ 見学人数  １０～１５人程度を目安としております。 

         ※本見学会は学校単位の訪問ではなく、各学校から希望者を募り、 

乗り合わせの上訪問します。 

 

９ 移動手段  集合場所から見学先企業様の間の移動は貸切バスを利用します。 

見学中は見学先企業様内の駐車場にて待機となりますが、駐車可能な 

スペースが無い場合は周辺で待機となります。 

 

10 そ の 他  見学会参加後にアンケートを実施しております。 

アンケートは事務局でまとめ、後日送付いたします。                         

                                                        
※ 因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏域 一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持することを目的とし、

鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町及び兵庫県新温泉町で形成された圏域です。 
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